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A Study on Wireless Power Transfer with Multiple Receivers
and Reducing Restriction of the Receiver Position
Michiya Hayama
Abstract
Wireless power transfer (WPT) techniques using low loss resonators for transmitting
and receiving circuit are widely noticed. The techniques are more suitable for the movable
equipment (e.g. house-cleaning robot, mobiles and sensor-network) than the conventional
techniques which use magnetic induction. The conventional techniques only transmit
energy to close area where the transmitter and the receiver couple strongly. In contrast
to the conventional techniques, the WPT techniques using resonators reach the long
transmission distance over several meters. The WPT system such as a sensor-network
must provide power to two or more receivers. The movable equipment is mostly placed
in various positions which means that the distance between the transmitter and receiver
is also various. Therefore, reducing the restriction of the receiver position and powering
to multiple receivers are very important for the WPT techniques.
The power distribution methods have been proposed which employ multiple receiver-
side resonators coupled with the single transmitter in parallel. These methods are suitable
for charging multiple mobiles on the table. In contrast, the multihop power transferring
using relay resonators is suitable for the sensor-network which has multiple sensors ar-
ranged in series.
In the rst part, this paper proposes the power distribution method which relays and
distributes the power to multiple receivers arranged in series with congured power dis-
tribution ratio. Furthermore, the experimental result shows that the proposed method
distributes the power with 1dB accuracy in the 7 nodes and 6 hops WPT system.
The restriction of the receiver position is the known problem inWPT techniques because
the coupling coecient determines the transmission eciency and is mainly depends on
the distance between the transmitters and the receivers. Therefore, a lot of solutions for
the problem have been proposed previously. The solutions are classied as two groups
which use dierent approaches. The rst group employs an adaptive matching circuit
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and/or controls operating frequency dynamically. In contrast, the second group reduces
the restriction by modifying structure and placement of the coils without any active
controls. For example, the receiver can be moved freely inside the feeding area surrounding
the two resonators are placed in top and bottom of the area. The multiple planer coils are
employed for reducing dependency of the horizontal position. The combinations of two
orthogonal coils are also proposed to reduce dependency of the angular position. If these
proposed methods realize a constant coupling coecient independently of the distance
without the surrounding transmitters, restriction of the receiver position can be reduced.
In the last part, this paper proposes the two resonator structures which improve sta-
bility of the coupling coecient against the distance changes by combining two dierent
coupling methods. In general, the coupling coecient of the vertical coupled coils and that
of horizontal coupled coils are dierent. The electric coupling and the magnetic coupling
are also dierent. The orthogonal coil is the rst structure and combines vertical coil and
horizontal coil. We clarify the mutual-inductance among the coupled orthogonal coils us-
ing Neuiman's formula and show the designing method to congure the distance attening
its coupling coecient. The experimental results are also presented with the orthogonal
coils which are designed by the proposed method. The second structure combines the ver-
tical coil and the plate electrodes. We clarify the equation of coupling coecient among
the coupled structures in dierential-mode based on the equivalent circuit model. The
equation and the experimental result show that the coupling coecient is attened at the
specic distance same as orthogonal coil.
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概要
送受電回路に低損失の共振器を用いることで、数 10cmから数m程度の無線給電を可能
にする共鳴方式の無線電力伝送技術が注目されている。これまで ICカードや電子機器の
充電などで実用化されている電磁誘導方式の伝送距離が数 cm程度であるのに対し、共鳴
方式は数 10cmを超える伝送距離を有することから、ロボット掃除機やモバイル機器、セ
ンサネットワークへの給電といったアプリケーションが期待されている。しかしながら、
ロボット掃除機やモバイル機器の位置は常に一定ではないし、センサネットワークでは 1
対多の給電が必要となる。また共鳴方式の無線電力伝送は送受電端を整合させて使用する
ため、共振器間の結合度や負荷の個数が伝送効率に顕著に影響を与える。したがって、無
線給電技術の実用化にあたっては、これらの制約を緩和し、複数機器への同時給電及び高
い配置自由度の実現が必要不可欠である。
複数機器への同時給電という課題に対し、これまで送電部の共振器に対して並列に複数
の受電側共振器を結合させ電力分配を実現する手法が報告されている。同手法はテーブ
ル上に置かれた複数のモバイル端末に給電する用途などに適するが、センサネットワーク
への給電といった用途では直列に並べた受電器に対して電力分配できることが望ましい。
共鳴方式は送電側共振器と受電側共振器の間に中継共振器を配置することで電力をマル
チホップさせることが可能であることが知られているが、各中継共振器に電力を分配する
構成について検討された例はない。本論文では送受電共振器間に中継共振器を複数配置
した無線電力伝送系に対して設定した電力分配比を実現する設計手法を提案する。また、
提案手法を 7ノード，6ホップの無線電力伝送系に対して適用し、実測評価において誤差
± 1dB以内で電力分配が実現されることを示す。
一方で受電器の配置自由度の改善という課題に対しては、大きく分け動作周波数の動
的制御や可変整合回路の利用といった回路パラメータを制御する手法と、コイルの配置や
構造を変えることで受電器の配置依存性を改善する手法の 2つのアプローチがとられてき
た。後者の手法は、動作周波数を固定できることから法規制や他の無線通信との共存と
いった観点でメリットがある他、構造自体で課題を克服するため制御回路や大規模な整合
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回路を設ける必要がない。具体的な構成としては、無線給電を行う空間の上下に共振器を
配置した閉空間に対して受電器の自由な配置を実現する構成や、複数の平面コイルを組み
合わせることで水平面方向の配置自由度を改善する手法、直交するコイルを組み合わせる
ことで受電器の角度依存性を改善する手法などが提案されている。しかしながら、共鳴方
式の伝送条件に大きな影響を与える距離方向の配置自由度を、共振器構造により改善す
る方法については検討されていない。本論文では、水平方向に配置したコイル同士の結合
と、垂直方向に配置したコイル同士の結合、導電板間の電界結合が、それぞれ距離に対し
て異なる分布をとることに着目し、これらを組み合わせることで距離に対する結合度変化
を抑制する共振器構造を 2種類提案する。第 1の構造は垂直コイルと水平コイルを組み合
わせた 2軸コイル構造であり、距離に対する結合度の変化をノイマンの公式により導出し
た結合度の計算式の 1階微分として表すことで、設定した距離で結合度変化が最小となる
ようなコイルの寸法を導出する手順を明らかにした。さらに、同手順を用いて導出した 2
軸コイル構造の寸法を基準に作製したプロトタイプが設計した距離で結合度変化を抑制す
る領域を有することを実験により示した。第 2の構造は垂直コイルの前面または背面に 2
枚の平板キャパシタを配置した構造であり、2軸コイルと比較して構造の薄型化が可能で
ある。同構造の等価回路モデルについてDierentialモードにおける結合度を表す式を導
出し、2軸コイルと同様に特定の距離において結合度変化が最小となる特性を有すること
を示した。さらに、作製したプロトタイプについて結合度の測定を行い、結合度変化を抑
制する領域を有することを実験により示した。
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第1章 序論
1.1 無線電力伝送の方式
無線通信の発展とともにモバイル機器が急速に普及する一方で、機器の多くは電力の供
給を有線またはバッテリに頼っている。無線給電技術はユーザーの利便性を損なわずに機
器への電力供給が可能であり、普及が期待されている。無線電力伝送は直接配線などで接
続されていないものに対して電力を供給する技術であり、その現象自体は 1800年代に発
見された電磁誘導に起源を発する。無線電力伝送はその方式により、数m～kmまでの長
距離の伝送が可能な電磁波方式と数 cm程度の近距離で利用される電磁誘導方式とに大き
く分けられる。
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図 1.1: 電磁波による無線電力伝送
電磁波を利用した無線電力伝送は図 1.1に示すように大きく分けて、(1)直流電源から
高周波電力に変換する部分、(2)アンテナにより高周波電力を伝送及び送受信する部分、
(3)受信した高周波電力を直流に変換する部分、の 3つから成り立っている。アンテナに
より電力を伝送する技術については無線通信の技術を利用することができたが、大電力の
高周波を生成する技術と、高周波電力を効率的に直流に変換する技術については、個別の
要素技術の発明とともに進歩してきた。文献 [1]によれば、電磁波方式により実用的な電
力を送電可能になったのは 1930年代後半にレーダー用にマグネトロンが開発されてから
であり、また、小型の受電装置が実用化されたのは 1968年パデュー大学のGeorgeらが、
小電力用のダイオードとアンテナをアレー状に多数並べた構造が最初とされている。後者
1
の受電装置は後にレクテナと呼ばれるようになり、2017年現在においては ISM帯を対象
とした検討がなされている [2, 3]。
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図 1.2: 電磁誘導による無線電力伝送
電磁誘導方式の基本構成は電磁波方式とよく似ており、(1)直流電流から交流電流を作
り出す部分、(2)電磁誘導により送電コイルから受電コイルに電力を伝える部分、(3)受電
コイルに発生する交流電流を直流電流に変換する部分、の 3つから成る (図 1.2)。電磁誘
導方式は変圧器と同じ原理で動作し、変圧器の技術の延長として比較的簡単に扱うことが
できることから、ICカードや電子機器の充電など広く利用されている [4]。一方で、送受
電コイルを密結合させて使用するため数 cm程度の伝送距離に限られる。
こうした中、2007年にMITが共鳴方式と呼ばれる無線電力伝送技術を発表した [5]。共
鳴方式は、図 1.2に示した電磁誘導方式の送受電コイルを低損失な共振回路に置き換えた
構成であり、同発表では距離 2mで 40% の伝送効率が得られたと報告されている。使用
している共振回路以外は基本的に電磁誘導方式と同じであり、使われている原理は電磁誘
導方式に近い。しかしながら、損失の極めて少ない共振回路を使って強い電磁界を発生さ
せることで、従来の電磁界方式よりも長距離、電力を送ることができるという報告は無線
電力伝送の分野に大きな影響を与えた。
1.2 共鳴方式に関する先行技術
共鳴方式は数 10cmを超える伝送距離で電磁誘導方式と比較して高い伝送効率を得られ
ることから、ロボット掃除機やモバイル機器、電気自動車、センサネットワークへの給電
など幅広いアプリケーションへの応用が期待されている [6, 7, 8]。一方で共鳴方式の無線
電力伝送は送受電端を整合させて使用するため、共振器間の結合度変化や負荷の個数が伝
送効率に顕著に影響を与えることが知られている [9, 10]。こうした課題に対して、これま
2
で数多くの検討がなされており、本節では関連する先行技術を以下 5つの分野に整理して
示す。
1. 無線電力伝送系の設計手法
2. 伝送効率改善及び伝送距離の向上
3. 複数機器への同時給電
4. 位置ずれ耐性や角度依存性などの配置自由度の改善
5. 漏洩電磁波低減
1.2.1 無線電力伝送系の設計手法
共鳴方式は結合させた送受信アンテナ間の相互作用を受動回路として解析及び設計す
ることが可能であることから、文献 [11, 12, 13]においては共役影像インピーダンスに基
づき電力伝達率を最大化する条件を導出する方法が報告されている。同文献によれば、偶
モードにおける直列共振周波数と並列共振周波数を fse、fpe、奇モードにおける直列共振
周波数と並列共振周波数を fso、fpo とすると、図 1.3に示す構造の影像インピーダンスは
fpe < f < fpo 及び fse < f < fsoの範囲で実数をとり、実数インピーダンスのポートと
整合が可能となる (図 1.4)。また、fpe < f < fpoの帯域では高インピーダンスで整合し、
fse < f < fsoの帯域では低インピーダンスと整合することが報告されている。
図 1.3: ヘリカルモノポールアンテナの構造 [12]
また、図 1.5に示すような 1対 1の無線電力伝送系において、共振器間の結合を相互イ
ンダクタンスMとして表すと、その等価回路は図 1.6で表される。図 1.6に示す等価回路
は 2段バンドパスフィルタ (BPF)の等価回路として知られており、文献 [14, 15, 16]にお
いてフィルタ設計理論を用いて無線電力伝送系を設計する方法が報告されている。
3
図 1.4: ヘリカルモノポールアンテナ系の影像インピーダンス [12]
図 1.5: 共鳴方式における無線電力伝送系の例
図 1.6: 図 1.5に示した無線電力伝送系の等価回路
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1.2.2 伝送効率改善及び伝送距離の向上
共鳴方式では送受電回路に設けた共振回路を共振状態で使用することから、共振器損失
の大きさが伝送効率に顕著な影響を与える。2014年に大平は、送受電端を整合させた場
合の理論最大効率が共振器間の結合度と共振器のQ値の積によって表されることを示し
た [17]。大平の理論によれば、理論最大効率 max は共振器間の結合度を k、共振器のQ
値をQとして式 (1.1)で表すことができる。
max = tan
tan 1kQ
2
(1.1)
式 (1.1)からもわかるように、伝送効率の改善ないしは伝送距離の向上には Q値の高
い共振器を実現する必要があることから、これまで高Q値を実現する共振器構造が数多
く提案されてきた。文献 [18]では、図 1.7に示すような 2つの巻き方向の異なるスパイラ
ルコイルを組み合わせた構造を用いることで伝送効率を改善できることが示されている
(図 1.8)。さらに文献 [19]においては、スイッチング電源等で広く使われているリッツ線
について、図 1.9に示すようにフィラーを入れることで軽量化と高周波での抵抗値の評価
を行った結果が報告されている。
図 1.7: 3つの共振器構造 (a)single spiral. (b)double spiral-5. (c)double spiral-10.[18]
図 1.8: 3つの共振器構造の伝送効率対距離特性 [18]
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図 1.9: 評価対象のリッツ線の断面構造 [19]
伝送距離の向上という観点では高Q値の共振器を使用する他、図 1.10 に示すように送
受電共振器間に中継共振器を設ける方法が検討されている。本論文ではこのような構成を
マルチホップ無線電力伝送と呼ぶ。文献 [15]では中継共振器を含む無線電力伝送系が 3段
以上の BPFとして設計可能であることが報告されている。さらに文献 [20, 21]では、図
1.11に示すような 7ホップ以上の構成で電力伝送を行った結果が報告されている。
図 1.10: n  2個の中継共振器を用いた無線電力伝送系
1.2.3 複数機器への同時給電
複数負荷への給電という課題に対して、前述の共役影像インピーダンスやフィルタ設
計理論に基づく手法は、主に送受電器が 1対 1であることを想定しており、そのまま複数
6
図 1.11: マルチホップ無線電力伝送系 [20]
機器の構成へ適用することはできない。こうした課題に対して、文献 [22, 23, 24]では電
力を 2分配するケースでの電力分配比率及び整合条件について述べられている。さらに、
文献 [25, 26]では前述のフィルタ設計理論を拡張することで 1対多の電力分配を実現する
手法が報告されている。同手法は、図 1.12に示すような送電部の共振器に複数の受電側
共振器を結合させた構造から成り、電力分配比率が送電部の共振器から見た各受電回路の
インピーダンス比によって制御できることを利用し、電力分配を実現している。また文献
[27]は図 1.13に示すような構成を用いることで、文献 [28]は図 1.14に示すような立方体
形状の送電コイルを用いることで、それぞれ複数機器への電力分配を可能にしている。
図 1.12: 中継共振器を含む 1:M無線電力伝送系 [26]
1.2.4 受電器の配置自由度改善
前述の通り、共鳴方式の無線電力伝送は共振器間の結合度変化が伝送効率に顕著な影響
を与える。特に共振器間の結合度は共振器間の距離に依存するため、受電器の配置自由度
7
図 1.13: 5分配を行う無線電力伝送系
図 1.14: 立方体形状の送信共振器構造 [28]
に対して大きな制約を与えることとなる。これまで、こうした課題を解決する手法は数多
く提案されており、また、その手法は大きく 2つの種類に分類することができる。
1つ目の手法は、回路パラメータを動的に制御する手法であり、例えば動作周波数を動
的に変化させることで効率の低下を改善する方法が報告されている [10, 29, 30]。しかし
ながら、周波数を変化させる手法では、法規制や他の無線通信との共存といった観点から
使用できる周波数に制約を受ける可能性がある。
送受信回路に可変整合回路を設ける方法は、固定周波数で受電器の配置依存性を改善す
ることが可能であり複数の構成が報告されている。文献 [31]に記載されている手法は、複
数のキャパシタとインダクタをリレーにより切り替えることで伝送効率の距離依存性を低
減している。文献 [32, 33]では、マトリクス状に配置したキャパシタの接続をリレーによ
8
り直列か並列に個別に切り替えることで、広い範囲で伝送効率を維持することを可能にし
ている。また、整合回路と同様の効果を得る方法として、図 1.17に示すような異なる大き
さの励振コイルを複数用意し距離に応じて切り替える手法が提案されている [34, 35, 36]。
こうした可変整合回路を用いる方法は、周波数を変更することなく受電器の配置自由度
を改善することができるが、整合用に多数のキャパシタが必要なことや、損失や周波数
特性の観点から機械式のリレーを使用する例が多く、回路が大型化しやすいという問題が
ある。
図 1.15: キャパシタマトリクスを用いた無線電力伝送回路 [32]
図 1.16: 並列・直列キャパシタの容量を変更可能な無線電力伝送回路 [33]
こうした回路パラメータを動的に制御する手法に対して、2つ目の手法としてコイルの
配置や構造を変えることで受電器の配置依存性を改善する手法についても複数の報告が
なされている。例えば、文献 [37]では無線給電を行う空間の上下に共振器を配置し、送信
周波数に奇モードの共振周波数を選択することで、閉空間に対して受電器の自由な配置を
実現している。また、図 1.18に示すように複数の平面コイルを組み合わせることで水平
面方向の配置自由度を改善する手法 [38]や、図 1.19に示すようなボウル型の共振器構造
を用いることでボウル構造内部での配置自由度を得る手法 [39]、先端を短絡させた平行 2
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図 1.17: 複数の励振コイルを有する無線電力伝送系の構造 [35]
線伝送路を送信コイルとして用いることで広範囲に対する給電を可能にする方法 [40] な
どが報告されている。その他にも、受電器の角度依存性を改善する手法として図 1.20に
示すような直交するコイルを組み合わせる方法 [41, 42, 43, 44, 45]が提案されている。
図 1.18: 複合コイルの構造 [38]
図 1.19: ボウル型の共振器構造 [39]
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図 1.20: 2軸コイル構造を用いた無指向性の無線電力伝送 [45]
1.2.5 漏洩電磁波低減
漏洩電磁波の問題は、方式を問わず無線電力伝送における重要な課題の 1つである。特
に大電力を伝送する用途では人体に与える影響を低減するため、シールド等により漏洩電
磁波を抑制する必要がある。文献 [46, 47]記載の方法は、図 1.21 に示すように送電用共
振器の横に位相差を付けた補助コイルを設けることで漏洩磁場を抑制する。また文献 [48]
においても送受電コイルそれぞれに対して巻き方向の異なる補助コイルを配置すること
で漏洩磁場を抑制する方法が報告されている。
図 1.21: 漏えい磁界を抑制する共振器構造 [47]
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1.3 研究の目的
先に述べたように、共鳴方式はその伝送距離と伝送効率の高さから、幅広いアプリケー
ションへの適用が期待されている。しかしながら、例えばロボット掃除機やモバイル機器
への給電を考えた場合、その位置は常に一定ではないし、センサネットワークのような多
数の装置への給電が必要となるケースも多い。
共鳴方式において複数機器への同時給電を可能にする手法としては、1.2.3 項で述べた
ように 1つの送電側共振器に複数の受電側共振器を結合させた構成が検討されている。こ
うした構造は例えばテーブル上に置かれた複数のモバイル端末に給電する用途などに適
する。一方で、直列に並ぶ複数の受電機器に対して電力分配が可能となれば、長距離を一
定間隔で並ぶセンサーや電灯への無線給電を実現することができる。
また、1.2.4項で述べたように、共振器構造自体で受電器の配置自由度を向上する手法
は、動作周波数を固定できることから法律や他の無線通信との共存といった観点や、構造
自体で課題を克服するため制御回路や大規模な整合回路を設ける必要がないといった点で
メリットがある。こうした背景から上下に共振器を配置した閉空間に対して受電器の配置
自由度を得る手法や、コイルの面内で均一な磁場を得られるようにすることで水平方向の
配置自由度を得る方法、直交するコイルを組み合わせて受電器ないしは送電器の角度依存
性を低減する方法などが提案されている。一方で、開空間に対して距離にかかわらず一定
の結合度が得ることができれば、送電器と受電器、双方の配置に対する制約を緩和するこ
とができる。
そこで本論文では、第 1に複数機器への同時給電という課題に対して、共鳴方式が送電
側共振器と受電側共振器の間に中継共振器を配置することで電力をマルチホップさせるこ
とが可能であることを利用し、中継共振器を複数直列に配置した無線電力伝送系に対し
て設定した電力分配比を実現する設計手法を提案する。第 2に受電器の配置自由度改善と
いう課題に対して、水平方向に配置したコイル同士の結合と、垂直方向に配置したコイル
同士の結合、導電板間の電界結合が、それぞれ距離に対して異なる分布をとることに着目
し、これらを組み合わせることで距離に対する結合度変化を抑制する共振器構造を 2種類
提案する。
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1.4 本論文の構成
本論文は全 6章で構成されており、第 2章では無線電力伝送系の評価に必要となる共振
器間の結合度の測定方法について述べる。また、本論文が対象とする無線電力伝送系は、
回路パラメータの導出にフィルタ設計理論を用いており、第 3章でパラメータの具体的な
導出手順を述べる。
第 4章では直列に配置した受電器に対して設定した電力分配を実現する構成及び回路パ
ラメータの導出方法を提案する。また、提案方法について実現可能な電力分配比率に関す
る制約を明らかにし、同制約のもと実際に電力分配が可能であることをシミュレーション
及び実験により示す。
第 5章では、距離変化に対する結合度変化を抑制する共振器構造として、水平コイルと
垂直コイルを組み合わせた 2軸コイル構造と、垂直コイルによる磁界結合と導電板間の電
界結合を組み合わせた構造の 2種類を提案する。前者については、設定した距離で結合度
変化が最小となるようなコイルの寸法を導出する手順を示す。また、後者については、等
価回路モデルに基づいて結合度を表す式を導出し、2軸コイルと同様に特定の距離におい
て結合度変化が最小となる特性を有することを示す。さらに、提案した 2種類の共振器構
造について実験評価を行い、実際に距離変化に対する結合度変化を抑制されていることを
示す。
最後に第 6において本論文の結論を述べる。
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第2章 結合度の測定方法
回路網理論において結合度は 2つの共振回路間でやり取りするエネルギーの量を表す指
標として定義されるが、その概念は回路網理論だけに使われているものではなく、電磁気
や力学的な共振現象など波動に関係する幅広い分野で定義することができる。本章では、
ネットワークアナライザ等の測定器により取得した測定値から 2つの共振回路間の結合度
を計算する方法について述べる。
2.1 S21のピークから共振周波数を読み取る方法
図2.1に示すような磁気的に結合する共振回路の結合度kはその定義よりk =M23=
p
L1L2
で与えられる。しかしながら測定器により直接、相互インダクタンスM23及び自己イン
ダクタンスL1、L2を測定することはできないため、何らかの計算により測定値から間接
的に求める必要がある。一般に、共振角周波数を同じくする 2つの共振回路が結合して
いる場合、回路はその結合度の大きさに応じた 2つの共振角周波数 !1、!2を持つことが
知られている。図 2.2は図 2.1に示す回路の伝達特性を表 2.1に示す条件のもと計算した
結果を示したものである。図 2.2に示す伝達特性のピークは共振角周波数 !1、!2に対応
し、共振器のQ値が十分に高い条件であれば、その周波数を容易に読み取ることができ
る。フィルタ設計の分野では、このことを利用して測定した回路の伝達特性 S21から共振
角周波数 !1、!2を読み取り結合度を計算する手法が用いられる [49]。同手法において結
合度 kは、式 (2.1)で与えられる。実際に図 2.2 に示した結果から計算した結合度の値は、
0.09987と十分に高い精度で計算することができている。
k =
!21   !22
!21 + !
2
2
(2.1)
ただし、外部回路が共振角周波数に影響を与えるため、測定対象の回路と測定ポートの
結合M01;M23は十分に小さい状態 (疎結合)で測定を行う必要がある他、図 2.2に示す特
性からもわかる通り、共振器のQ値が低い場合、共振角周波数の読み取りが困難という
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問題がある。特に疎結合という条件は、測定器のノイズフロアに近い領域で S21を測定す
ることとなるため、正確な測定が難しい。
図 2.1: 磁気的に結合する共振回路 (1)
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図 2.2: 磁気的に結合する共振回路 (1)の伝達特性
表 2.1: 図 2.2に示す伝達特性の計算に使用した回路パラメータ
項目 値
L1; L2 (H ) 115.1
C1; C2 (pF) 220
M01;M23 (H ) 1.151 (k01 = k23 = 0:01)
M12 (H ) 11.51 (k12 = 0:1)
Q1; Q2 1000,400,100,40
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2.2 回路方程式から相互インダクタンスを計算する方法
2.1節の計算方法は、共振器Q値が低い条件や結合度が低い条件で十分な精度が得られ
ない可能性がある。本節では、図 2.3の等価回路で表される測定対象を直接測定器と接続
し、そのYパラメータを自己インダクタンスと相互インダクタンスについて解くことで
結合度 kを導出方法について述べる。
図 2.4(a)及び (b)に示すように、結合状態にない共振器単体の入力アドミタンスを Yin1
及び Yin2とすると、角周波数 !における共振器の自己インダクタンス成分は式 (2.2)及び
(2.3)で、キャパシタンス成分は式 (2.4)及び (2.5)でそれぞれ表される。ただし!1と!2は
測定した共振器単体の共振角周波数を表す。また、=(Y )はアドミタンスY の虚部を表す。
L1 =
!2   !21
!!21=(Yin1)
(2.2)
L2 =
!2   !22
!!22=(Yin2)
(2.3)
C1 =
1
!21L1
(2.4)
C2 =
1
!22L2
(2.5)
図 2.3: 磁気的に結合する共振回路 (2)
次に図 2.4(c)に示すように、結合状態にある 2共振器の 2端子を短絡した状態を考える。
短絡状態の入力アドミタンス Yin3は、2ポートのYパラメータの要素を用いて式 (2.6)で
表される。また図 2.4(c)に示した等価回路の回路方程式を解くことで、式 (2.7)の関係式
が得られる。したがって相互インダクタンスM は、2端子を短絡した状態の入力アドミ
タンス Yin3を用いて式 (2.8) で求めることができる。以上より結合度 kは式 (2.9)で表さ
れる。
本節で述べた計算方法は結合度の導出に際して測定を疎結合で行う必要がないことか
ら、2.1節の方法と比較して小さい結合度の測定や共振器Q値が低い場合に有利である。
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一方で、相互インダクタンスと自己インダクタンスを導出するため、磁気的に結合する回
路との親和性が高い反面、電界結合が主となる回路では等価回路と物理的な回路との対応
がとりにくいというデメリットがある。
Yin3 = Y11 + Y12 + Y21 + Y22 (2.6)
0 = pM2 + 2M + q
p = !=(Yin3)  !2(C1 + C2)
q = !L1L2 f!(C1 + C2) =(Yin3)g   L1   L2 (2.7)
M =
 2p4  4qp
2q
(2.8)
k =
Mp
L1L2
(2.9)
2.3 Yパラメータの行列式から計算する方法
本節ではより抽象度の高い結合度の計算方法として、回路のYパラメータの行列式か
ら直接結合度を計算する方法について述べる。一般に回路の共振角周波数とは、回路の微
分方程式の自由振動解 (または減衰自由振動解)の周波数に対応する。したがって、測定
により得られたYパラメータから自由振動解を求め、式 (2.1)に代入することで直接回路
の結合度 kを導くことができる。
2.3.1 無損失の場合
図 2.3に示した等価回路について共振器が無損失 (G1 = 0; G2 = 0) であるとすると、そ
の微分方程式は式 (2.10)で表される。ただし、ポート 1及びポート 2における電圧を v1
及び v2、v1と v2を要素に持つ電圧ベクトルを vとおいた。これを整理して、式 (2.11)を
得る。
0 =
L1C1
M
dv1
dt
+ C2
dv2
dt
+
1
M
Z
v1dt
0 =
L2C2
M
dv2
dt
+ C1
dv1
dt
+
1
M
Z
v2dt (2.10)
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図 2.4: 回路方程式による結合度の計算方法
d2
dt2
v =Kbv; Kb =
1
L1L2  M2
"
 L2
C1
M
C1
M
C2
 L1
C2
#
(2.11)
ここで、v = TV ; V = [V1 V2]T となるような変換行列T を用いて式 (2.12)に示すよう
に行列Kbを対角化する (Xbは対角行列)。対角化により微分方程式は独立する 2つの 2
階同次線形微分方程式としてみなすことができ、簡単に解くことができる。対角行列Xb
の要素 ibは行列Kb の固有値であり、0 = det(Kb   ibI) を解くことで計算できる。こ
れより、固有値は式 (2.13)、微分方程式の解は式 (2.14)となる。ただし、!1及び !2はそ
れぞれ非結合状態での 1次側共振角周波数と 2次側共振角周波数を表す。
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d2
dt2
V =XbV ; Xb = T
 1KbT
v = TV ; V =
h
V1 V2
iT
(2.12)
ib =
 !21   !22 
q
(!21   !22)2 + 4k2!21!22
2 (1  k2) (2.13)
V1 = B1e
j
p 1bt; V2 = B2ej
p 2bt (2.14)
ここで、微分方程式 (2.15)とYパラメータ式 (2.16) との関係を考える。式 (2.15)と式
(2.16)は、どちらも回路行列そのものであり本質的に意味するところは変わらない。また
左辺の 0ベクトルは、自由振動条件を表している。
0 =Kbv   d
2
dt2
v (2.15)"
0
0
#
=
"
Y11 Y12
Y21 Y22
#"
v1
v2
#
(2.16)
次に、共振角周波数における行列式の値を調べるため、電圧ベクトルvに角周波数p 1b
またはp 2bの正弦波を与えると式 (2.15)は式 (2.17)と表現することができる。右辺は、
行列Kの固有値を求めるために使用した式と同一であり、その行列式が 0であることは
自明である。よって、結合する 2共振回路のYパラメータの行列式が 0となる角周波数を
調べることで、その共振角周波数の導出が可能となる。
0 =Kbv   ibv (2.17)
次に式 (2.1)に微分方程式の解の角周波数を代入することで回路の結合度について検証
する。解の角周波数を用いると、結合度は式 (2.18) で表される。
k =
q
(!21   !22)2 + 4k2!21!22
!21 + !
2
2
= kj!1=!2 (2.18)
2.3.2 損失を考慮した場合
次に、共振回路に損失がある場合を考える。無損失の場合と同様、電圧を変数として微
分方程式を立てると式 (2.19)のように表される。これを整理して得られる式 (2.20)に関
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して、係数行列K1とK2が同時に対角化可能であれば、無損失の場合と同様、独立する
2つの微分方程式として簡単に解を求めることができる。
0 =
d2
dt2
"
L1C1
M
C2
C1
L2C2
M
#
v +
d
dt
"
L1G1
M
G2
G1
L1G2
M
#
v +
"
1
M
0
0 1
M
#
v (2.19)
0 =
d2
dt2
v +
d
dt
K2v +K1v
K2 =
"
G1
C1
0
0 G2
C2
#
K1 =
M2
L1L2  M2
"
L2
MC1
  1
C1
  1
C2
L1
MC2
#
(2.20)
ところで、2つの行列が可換であるならば、係数行列K1とK2が同時対角化可能であるこ
とが知られている。したがって、同時対角化可能であるための条件は、0 =K1K2 K2K1
と表現することができる。右辺を計算すると対角化のための条件式 (2.21)を得る。さら
に、結合していない状態での各共振器の共振角周波数を!1及び!2、Q値をQ1及びQ2と
おくと、式 (2.21)は式 (2.22)と書き換えることができる。これは、結合していない状態で
の 2つの共振器の共振角周波数とQ値が等しければ、独立した微分方程式として解くこ
とができることを意味している。
K1K2  K2K1 =
24 0 M2C1 G2C2   G1C1
M2
C2

G1
C1
  G2
C2

0
35 (2.21)
=
24 0 M2C1 Q2!2   Q1!1 
M2
C2

Q1
!1
  Q2
!2

0
35 (2.22)
結合していない状態での 2つの共振器の共振角周波数とQ値が等しいとき、微分方程
式の各係数行列は変換行列T 2によって同時対角化できて、式 (2.23) と表現することがで
きる。式 (2.23)は、独立した 2つの同次線形微分方程式として解くことができて、その解
は式 (2.24)で表される。
0 =
d2
dt2
V +
d
dt
"
1c 0
0 2c
#
V +
"
1d 0
0 2d
#
V (2.23)
v = T 2
h
V1 V2
iT
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V1 = D1e
1
2

 1c
p
21c 41d

t
V2 = D2e
1
2

 2c
p
22c 42d

t
(2.24)
ここで損失を考慮した場合の式についても、Yパラメータとの関係性について考える。
式 (2.20)に示した微分方程式について微分演算子をDとして表現すると式 (2.25)で表さ
れる。この式は無損失の場合と同様、Yパラメータを用いて表現した回路方程式そのも
のである。さらに式 (2.20) の電圧ベクトルとして固有ベクトルで励振することを考える。
固有ベクトルで励振するということは、対角化後の微分方程式において式 (2.24)に示す解
のうちどちらか一方のみを与えることを意味する。これを式で表すと式 (2.26)となる。式
(2.20)に固有ベクトル vaを代入すると式 (2.27) のように表現することができる。式 (2.27)
は、式 (2.20) においてK1とK2を同時対角化するための式であり、0 = det(K4   KI)
を満たすことは自明である。以上より、損失を考慮した場合であっても無損失の場合と同
様に回路のYパラメータの行列式から自由振動解を求めることができる。
0 =K3v
K3 =
"
D2 +DG1
C1
+ ML2
(L1L2 M2)C1   M
2
(L1L2 M2)C1
  M2
(L1L2 M2)C2 D
2 +DG2
C2
+ ML1
(L1L2 M2)C2
#
(2.25)
va = T 2
h
D1e
1
2

 1c
p
21c 41d

t
0
iT
vb = T 2
h
0 D2e
1
2

 2c
p
22c 42d

t
iT
(2.26)
0 =K4va   Kva
K4 =
"
DG1
C1
+ ML2
(L1L2 M2)C1   M
2
(L1L2 M2)C1
  M2
(L1L2 M2)C2 D
G2
C2
+ ML1
(L1L2 M2)C2
#
K =
1
4

 1c 
q
21c   41d
2
(2.27)
しかしながら損失を考慮した場合、求まる周波数は複素周波数となるため、そのままで
は式 (2.1)を用いて結合度を求めることができない。また、通常、ネットワークアナライ
ザ等の測定器は信号源に定常正弦波を用いているため、測定データは複素周波数の範囲に
ある解を含まない。そこで、定常正弦波を用いて測定した測定データから、計算により無
損失の共振器の特性を求めることで、自由振動解の範囲を実軸上に移動することを考え
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る。こうして求めた自由振動解の角周波数は実数となるため、式 (2.1)を用いて結合度を
簡単に求めることができる。
式 (2.28)は、式 (2.19)の微分方程式をラプラス演算子 sを用いて書き直し、両辺にM
をかけたものである。解を求めるため det(Ks)を計算すると式 (2.29)を得る。定常正弦波
を用いて測定した測定データは s = j!と置くことと等価であることを考慮し、式 (2.29)
の実部のみを抜き出すと式 (2.30)となる。式 (2.29)及び式 (2.30)は、共振器が無損失の場
合との関係を表しており、共振器の損失が十分に小さい場合 (G1 ' 0; G2 ' 0)、式 (2.29)
の s3と s項が無視でき、det(Ks)の実部を計算することで解が求まることがわかる。な
お、<(Y )は、Y の実部を表す。
0 =Ks
Ks =
"
s2L1C1 + sL1G1 + 1 s
2MC2 + sMG2
s2MC1 + sMG1 s
2L2C2 + sL2G2 + 1
#
v (2.28)
det(Ks) = (L1C1L2C2 +M
2C1C1)s
4
+ (L1C1L2G2 + L2C2L1G1  M2C2G1  M2C1G2)s3
+ (L1C1 + L2C2 + L1C1G1G2  M2G1G2)s2 + (L1G1 + L2G2)s+ 1 (2.29)
<fdet(Ks)g = (L1C1L2C2 +M2C1C1)!4
  (L1C1 + L2C2 + L1C1G1G2  M2G1G2)!2 + 1 (2.30)
ここで、式 (2.31)を解いて暫定的な解を求める。1次側の共振角周波数を !1、2次側
の共振角周波数を !2と置くと、式 (2.31) は式 (2.32)と表現することができる。ただし、
k =M=
p
L1L2と置いた。さらに、1次側共振器のQ値をQ1、2次側共振器のQ値をQ2と
置き、両辺に!21!22を乗じることで式 (2.33)を得る。したがって、式 (2.31)の解は式 (2.34)
となる。
0 = <fdet(Ks)g (2.31)
0 =

1
!21!
2
2
  k
2
!21!
2
2

!4  

1
!21
+
1
!22
+ (1  k2)L1L2G1G2

!2 + 1 (2.32)
0 = (1  k2)!4  

!21 + !
2
2 + (1  k2)
!1!2
Q1Q2

!2 + !21!
2
2 (2.33)
!2 =
!21 + !
2
2 + (1  k2) !1!2Q1Q2 
rn
!21 + !
2
2 + (1  k2) !1!2Q1Q2
o2
  4(1  k2)!21!22
2(1  k2) (2.34)
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次に、式 (2.34)で表される解を用いて暫定的な結合度 k^ を導出する。1次側と 2次側
で共振角周波数と Q値が等しい (!1 = !2; Q1 = Q2) ことを想定すると、式 (2.34)は式
(2.35) と表現することができる。これを式 (2.1)に代入して k^を求めると式 (2.36)を得る。
式 (2.36)は暫定的に求めた結合度 k^ と結合度の真値 kとの関係を表す式であり、これを
kについて解くことで共振器の損失を排除した場合の結合度を求めることができる。以上
より、結合度 kは式 (2.37) で表される。
!2 =
2!21Q
2
1 + !
2
1(1  k2) !21
p
4Q21   4Q21k2   2k2 + k4 + 1 + 4Q41k2
2Q21(1  k2)
(2.35)
k^ =
p
4Q21   4Q21k2   2k2 + k4 + 1 + 4Q41k2
2Q21 + 1  k2
(2.36)
k2 =
 bpb2   4ac
2a
(2.37)
a = k^2   1
b = 4Q21 + 2  4Q41   4Q21k^2   2k^2
c = (4Q41 + 4Q
2
1 + 1)k^
2   4Q21   1
2.3.3 行列式による結合度の計算例
図 2.3に示す回路構成について、共振器が無損失となる条件のもと結合度を k = 0:1; 0:01
及び 0:001と変化させた場合の行列式の値を図 2.5及び図 2.6に示す。同様に、図 2.3に示
す回路構成について、結合度を k = 0:1に固定して、共振器のQ値をQ = 1; 100; 20及
び 10と変化させた場合の行列式の値を図 2.7及び図 2.8に示す。表 2.2に行列式の計算に
使用した回路パラメータの一覧を示す。
図 2.5 及び図 2.6 に示した結果より、無損失の条件では、行列式の虚部が 0 であり、
det(Y ) = 0の解が実周波数軸上に存在することがわかる。また、結合度 k が大きくな
るほど解の周波数が離れていくことが確認できる。一方、損失を考慮した場合では図 2.7
及び図 2.8に示した結果より、結合度 kが一定であっても行列式の実部が 0となる周波数
は損失の大きさによって変化することがわかる。また、損失が大きくなるほど行列式の虚
部が増加していることからも解が実周波数軸上に存在しないことがわかる。
図 2.5及び図 2.7に示した計算結果について、行列式の実部が 0となる周波数から算出
した結合度 k^と、式 (2.37)を用いて補正を行った結合度 kを比較した結果を表 2.3に示す。
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なお、無損失の条件については k^ のみを示す。表 2.3に示した結果より、無損失の条件 (1)
～(3)では行列式の実部が 0となる周波数から算出した結合度 k^が表 2.2の値とほぼ一致
していることが確認できる。また、損失を考慮した場合においても、式 (2.37)を用いて補
正を行うことで表 2.2の値とほぼ一致していることがわかる。
表 2.2: 行列式の計算に使用した回路パラメータ
条件 M12(k) G1; G2(Q1; Q2) L1; L2 C1; C2
(1) 11.51H (0.1)
0(1)
115.1H 220pF
(2) 1.151H (0.01)
(3) 0.1151H (0.001)
(4)
11.51H (0.1)
1:38 10 5S(100)
(5) 6:91 10 5S(20)
(6) 1:38 10 4S(10)
表 2.3: 行列式に基づいて算出した結合度
条件 k^ k
(1) 0.09980 -
(2) 0.009708 -
(3) 0.0009955 -
(4) 0.1003 0.09980
(5) 0.1113 0.09976
(6) 0.1402 0.09963
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図 2.5: Yパラメータの行列式の実部 (無損失の場合)
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図 2.6: Yパラメータの行列式の虚部 (無損失の場合)
25
-1.0
-0.5
0.0
0.5
1.0
0.90 0.95 1.00 1.05 1.10
d
et
(Y
)×
1
0
7
Frequency (MHz)
Q=inf.
Q=100
Q=20
Q=10
図 2.7: Yパラメータの行列式の実部 (損失がある場合)
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図 2.8: Yパラメータの行列式の虚部 (損失がある場合)
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2.4 Dierentialモードでの測定
通常、図 2.9(a)に示すような平衡型の回路は 4ポートネットワークアナライザ等の測定
器を用いて 4ポート回路として測定を行う必要がある。図 2.9(b)は図 2.9(a)に示す回路
の等価回路を表したものであり、2ポート回路として測定を行った場合、ポート a～dの
うち 2か所が接地導体と接続された状態での特性しか得ることができない。本節では、こ
のような回路をバランを用いて 2ポート回路として測定を行う方法について述べる。
図 2.9: 平衡型の回路例
図 2.9(a)に示す回路が無線電力伝送に使用されるものであり、ポート a－ b間に電力を
供給する場合、ポート a－ bは必ず逆相で駆動される。また、ポート c－ dから電力を取
り出す場合、ポート c－ dの電圧の差が接続した負荷に供給される。このようなポートの
対は、Dierentialモード－Commonモード変換におけるDierentialポートとしてみなす
ことができる [52]。バランは入力した信号をDierentialモードとCommonモードに分離
する機能を持つ回路素子であり、図 2.10(a)に示すように 2ポートネットワークアナライ
ザのテストポートに接続することでDierentialモードの測定が可能となる。
図 2.10(a)に示した測定系により測定した結果と、図 2.10(b)に示す 4ポートネットワー
クアナライザを用いた測定系により測定を行い、計算によりDierentialモードの特性を求
めた結果とを比較した。図 2.10(a) に示した回路の左半分の部分を 1ポートのDierential
モードで測定した結果を図 2.11に、図 2.10(a)に示した回路全体を 2ポートのDierential
モードとして測定した結果を図 2.12 にそれぞれ示す。なお、2ポートネットワークアナラ
イザにはHP8702B/85046A、4ポートネットワークアナライザには ZVB20を使用し、IF
帯域幅はどちらも 100Hz に設定した。図 2.11及び図 2.12 に示した結果より、バランを用
いた測定系により測定した反射特性 Sdd11 と伝達特性 Sdd21はいずれも位相を含めて一致
しており、測定データが妥当といえる。また、図 2.12に示した結果おいて、4ポートネッ
27
トワークアナライザを用いた結果にノイズが観測されている。これは、使用したネット
ワークアナライザの周波数レンジの下限に近い領域で測定を行っていることに起因すると
考えられる。
図 2.10: バランを用いた測定系
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図 2.11: Sdd11の比較結果
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図 2.12: Sdd21の比較結果
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第3章 フィルタ設計理論を用いた無線電
力伝送
1.2.1項で述べたように、共鳴方式の無線電力伝送系はフィルタ設計理論を用いて設計
できることが知られている。本章では、文献 [14, 15, 16]記載の方法に基づき、中継共振
器を用いない無線電力伝送系は 2段BPFとして、n-2個の中継共振器を用いたマルチホッ
プ無線電力伝送系は n段BPFとして設計できることを示す。
3.1 設計手順
図 3.1に、n-2個の中継共振器を用いたマルチホップ無線電力伝送系を示す。マルチホッ
プ無線電力伝送においては、各中継共振器が磁気的ないしは電気的に結合することにより
電力を伝送する。共振器が磁気的に結合している場合、各共振器間の結合を相互インダク
タンスとして表すことができる。したがって、n-2個の中継共振器を用いた無線電力伝送
系は、図 3.2に示す等価回路で近似することができる。
図 3.2に示した等価回路は、n個の共振器から成るBPFとして知られており、各素子の
値はフィルタ設計理論を用いて、手順 (1)～(3)により導出される。
1. 原型ローパスフィルタ (LPF)の導出
2. 周波数変換によるBPF変換
3. インバータによる等価回路変換
3.2 原型LPFの導出
原型LPFは、式 (3.1)及び図 3.3であらわされる理想LPFの電圧透過関数 T (j!)を、図
3.4に示すような等価回路で近似したものである。等価回路を構成する素子の値は、理想
LPFの特性を近似した関数によって決定される。理想 LPFを式 (3.2)で近似したものは、
バターワース特性と呼ばれ、各素子値 giは式 (3.3)で導出される。また素子値 giは規格化
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図 3.1: n-2個の中継共振器を用いた無線電力伝送系
図 3.2: マルチホップ無線電力伝送系の等価回路
素子値と呼ばれ、式 (3.4)に示すように、各素子値に同じインピーダンスR0を乗じること
で基準インピーダンスを変換することができる。なお本研究では、近似関数としてバター
ワース特性を用いる。
T (j!) =
(
e jk
!
!c ( 1 < !
!c
< 1)
0 (j !
!c
j > 1) (3.1)
jT (j
)j2 = 1
1 +H2
2n
; 
 =
!
!c
(3.2)
gi = 2 sin
2i  1
2n
 (i = 1; 2;    ; n) (3.3)
Ci =
gig0
R0
Li =
giR0
g0
(3.4)
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図 3.3: 理想 LPFの伝達特性
図 3.4: 原型 LPF
3.3 変数変換によるBPF変換
図 3.4に示した原型 LPFの電圧透過関数について、式 (3.5)及び図 3.5で表される変数
変換を適用することで、!02～!01を通過帯域とするBPF特性が得られる。変数変換により、
原型 LPFの各素子値 giは、それぞれ式 (3.6) に変換される。式 (3.6)は、変数変換により
原型 LPFのキャパシタがインダクタとキャパシタの並列回路に、インダクタがキャパシ
タとインダクタの直列回路に変換されることを意味する。したがって、図 3.4(a)の BPF
は図 3.6(a)に示す等価回路に、図 3.4 (b)のBPFは図 3.6(b)に示す等価回路にそれぞれ変
換される。また図 3.6(a)のBPFにおける各素子値は式 (3.7) 及び (3.8)により、図 3.6(b)
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のBPFにおける素子値は式 (3.9)及び (3.10)によりそれぞれ表される。

 =
1
!01   !02

!0   !
02
0
!0

; !00 =
p
!01!
0
2 (3.5)
j
gi = j!
0 gi
!01   !02
+
1
j!0 !
0
1 !02
!020gi
(3.6)
Ci =
gi
(!01   !02)R0
; Li =
(!01   !02)R0
!020gi
(i = odd) (3.7)
Li =
giR0
!01   !02
; Ci =
!01   !02
!020giR0
(i = even) (3.8)
Li =
giR0
!01   !02
; Ci =
!01   !02
!020giR0
(i = odd) (3.9)
Ci =
gi
(!01   !02)R0
; Li =
(!01   !02)R0
!020gi
(i = even) (3.10)
図 3.5: 変数変換によるBPF変換
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図 3.6: BPFの等価回路
3.4 Kインバータによる等価回路変換
フィルタ設計理論におけるKインバータは、接続された任意のインピーダンスをその逆
数のインピーダンスに変換する。図 3.7にKインバータとして機能する回路の例を示す。
図 3.6(a)に示したBPFは、図 3.7に示したKインバータを用いて等価回路変換を行う
ことで、図 3.8 に示す回路に変換できる。変換後のBPFにおける各素子値は、各LC共振
回路の共振角周波数 !0が等価回路変換前後で同一である条件を仮定すると、式 (3.11)～
(3.13)で表される。以上の計算により図 3.2に示したマルチホップ無線電力伝送系の等価
回路上の各素子値を求めることができる。なお、C 0iは等価回路変換後のLC共振器のキャ
パシタンス成分を表しており、LiCi = L0iC 0i (i = 1    n)の条件のもと任意に設定するこ
とが可能である。
Ki;i+1 =
s
RAL1
R0C 01
(3.11)
Ki;i+1 =
8>>>><>>>>:
s
Li 1Ci
C 0i 1C
0
i
(i = even)s
Ci 1Li
C 0i 1C
0
i
(i = odd)
(3.12)
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Kn;n+1 =
8>><>>:
r
RBLn
R0C 0n
(i = even)r
RBR0
Cn
C 0n
(i = odd)
(3.13)
図 3.7: Kインバータ
図 3.8: Kインバータを用いた等価回路変換
3.5 Jインバータによる等価回路変換
Kインバータは接続されたインピーダンスをその逆数に変換するのに対し、Jインバー
タは接続された任意のアドミタンスをその逆数に変換する。図 3.9に Jインバータとして
機能する回路の例を示す。図 3.6(b)に示したBPFは、図 3.9に示した Jインバータを用い
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て等価回路変換を行うことで、図 3.10に示す回路に変換できる。変換後のBPFにおける各
素子値は、各LC共振回路の共振角周波数!0が等価回路変換前後で同一である条件を仮定
すると、式 (3.14)～(3.16)で表される。なお、C 0iはKインバータを用いたときと同様、等
価回路変換後のLC共振器のキャパシタンス成分を表しており、LiCi = L0iC 0i (i = 1    n)
の条件のもと任意に設定することが可能である。
Ji;i+1 =
s
GAC1
G0L01
(3.14)
Ji;i+1 =
8>>>><>>>>:
s
Ci 1Li
L0i 1L
0
i
(i = even)s
Li 1Ci
L0i 1L
0
i
(i = odd)
(3.15)
Kn;n+1 =
8>><>>:
r
GBCn
G0L0n
(i = even)r
GBG0
Ln
L0n
(i = odd)
(3.16)
図 3.9: Jインバータ
3.6 Jインバータ使用時の負性素子の扱い
Jインバータに図 3.9(b)に示す回路を使用した場合、Jインバータ両端に負性キャパシ
タンスを用意する必要があり、入出力端以外の部分については、各セクションの LC共振
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図 3.10: Jインバータを用いた等価回路変換
回路の容量成分を減らすことで対応することが可能である。一方、入出力端は負性キャパ
シタンスを吸収することができない。そこで、入出力端に負性キャパシタンスが発生しな
いよう、図 3.11(a)に示す回路を図 3.11(b)の回路に置き換えることを考える。図 3.11 (a)
に示した回路と図 3.11(b)に示した回路が等価であるためには、Yin = Y 0inであればよい。
したがって、CB1及びCB2 は式 (3.17)で表される。
CB1 =
JA
!0
r
1 

JA
GA
2 ; CB2 = JA!0
s
1 

JA
GA
2
; JA = !0CA (3.17)
図 3.11: 入出力端における負性キャパシタンスの吸収
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第4章 複数機器への同時給電を実現する
無線電力伝送
本論文では、図 3.1に示したマルチホップ無線電力伝送系を構成する各中継共振器に受
電コイルを設けることで、図 4.1(a)に示すような電力分配を実現する。また、図 4.1(b)に
示すような受電器への給電の切り替えと、図 4.2(a)に示すような無線電力伝送系の多段
接続を目指す。図 4.2(a)に示す構成は、図 4.2(b) に示す構成と比較してAC-DC/DC-AC
変換回路を省略することができるため、部品点数削減につながる。このとき、交流電力を
伝送するための同軸ケーブルの特性インピーダンスと、後段の無線電力伝送系の入力イン
ピーダンスを整合することで、同軸ケーブルの長さによらず入力インピーダンスを一定に
することができる。そこで本検討では、無線電力伝送系の入力インピーダンスを市販の同
軸ケーブルと同じ 50
 に統一して検討を行う。
4.1 電力分配方式
各受電器の共振器と各々に設けた受電コイルとの結合を相互インダクタンスとして表す
と、図 4.1(a)に示した無線電力伝送系は図 4.3 に示す等価回路で表すことができる。ただ
し、各共振器における損失を等価直列抵抗RQp、隣接するノードの共振器間及び各ノード
における共振器－受電コイル間の相互インダクタンスをインバータ値K(図 3.7)として表
した。なお等価直列抵抗RQpは、巻き線による抵抗や誘電損失など共振器における総合
的な損失を等価的に表したものであり、文献 [50]に記載されている方法を用いて測定する
ことができる。本節では、n-1個の受電器に対して接続された負荷に対してあらかじめ決
められた電力を供給するための素子値の導出手順を示す。
提案方式では、はじめに n-1個の受電器に接続された負荷に供給する電力 Pload(2) ～
Pload(n)を決める。その後、n個の共振器から成るマルチホップ無線電力伝送系を n段BPF
として設計し、各受電器に接続された負荷に対して電力Pload(2) ～Pload(n)を供給するため
に必要な共振器－受電コイル間のKインバータ値K2～Kn 1の設計を行う。このような
手順で設計を行うことで、図 4.1(a)及び (b)に示す 2つ状態で無線電力伝送を実現するこ
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図 4.1: (a) n  1個の受電器に対して電力分配を行う無線電力伝送系 (b) 中継器への電力
分配を無効にした無線電力伝送系
とができる。なお、共振器－共振器間のインバータ値K0;1～Kn;n+1については、3.4項に
示した方法を用いて計算する。
電力分配を行う受電器 (ノード p)が受信した電力Pfw(p 1)は、共振器の損失Ploss(p)、受電
コイルに接続された負荷に供給される電力Pload(p)、隣接する受電器に転送する電力Pfw(p)
に分配される。ここで、図 4.4に示すように共振器から見た負荷インピーダンスをR0p、隣
接する受電器の入力インピーダンスをZ 0p+1とすると、分配される電力の比は式 (4.1)で表
される。また式 (4.1)の関係を用いると、ノード p  1がノード pに転送する電力 Pfw(p 1)
と、各ノードが負荷に供給する電力 Pload(i)について式 (4.2)の関係を得る。
Pload(p) : Ploss(p) : Pfw(p) = R
0
p : RQp : Z
0
p+1 (4.1)
Pfw(p 1) =

1 +
RQp
R0p

Pload(p) + Pfw(p)
=
nX
i=p

1 +
RQi
R0i

Pload(i) (4.2)
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図 4.2: (a) 同軸ケーブルにより縦続接続された無線電力伝送系 (b) AC-DC/DC-AC変換
回路を介して縦続接続された無線電力伝送系
図 4.3: n  1個の受電器に対して電力分配を行う無線電力伝送系の等価回路
図 4.4において、Pfw(p 1)側から見た入力インピーダンス Z 0pは式 (4.3)で表される。共
振器の共振角周波数!0 = 1=
p
LpCp において、式 (4.3)の j!Lp+1=j!Cpの項は 0となる。
したがって、非結合状態の共振角周波数 !0がすべての共振器で等しいならば、角周波数
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図 4.4: 各受電器における電力分配比
!0において式 (4.4)の関係が成り立つ。よって、電源の角周波数を !0に固定して使用す
るとき、各受電器における共振器－受電コイル間のインバータ値Kpは、式 (4.5)で表さ
れる。以上より、p = n  1 から p = 2まで漸化的に計算することで、すべてのインバー
タ値Kpを導出することができる。また、式 (4.2)及び式 (4.5)より、Pload(2)～Pload(n)は無
次元の電力比率を値として用いてもよいことがわかる。
Z 0p =
K2p 1;p
Z 0p+1 +RQp +R0p + j!Lp +
1
j!Cp
(4.3)
Z 0p =
8>>>><>>>>:
K2p 1;p
Z 0p+1 +RQp +
K2p
Rp
(p = 2 : : : n  1)
K2p 1;p
RQp +
K2p;p+1
Rp
(p = n)
(4.4)
Kp =
s
Pload(p)
Pfw(p)
Z 0p+1Rp
=
vuut Pload(p)Z 0p+1RpPn
i=p+1

1 + Ri
K2i
RQi

Pload(i)
(4.5)
(p = 2    n  1)
4.2 電力分配方式における伝送効率
本節では純抵抗負荷を想定した場合の伝送効率について述べる。負荷は虚数成分を持た
ないとすると式 (4.4)によって計算される入力インピーダンスも虚数成分を持たない。し
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たがって、各受電器の受電コイルによる損失が無視できると仮定すると、ノード iに接続
された負荷で消費される電力 Pload(i) が無線電力伝送系に入力された総電力 Pfw(0)に占め
る割合は式 (4.6)で表される。よって無線電力伝送系の総合電力効率 は、式 (4.7)で表さ
れる。
Pload(i)
Pfw(0)
=
K2i
Ri
Z 0i+1 +RQi +
K2i
Ri
Pfw(i 1)
Pfw(0)
=
K2i
Ri
Z 0i+1 +RQi +
K2i
Ri
Z 02
Z 02 +RQ1
i 1Y
l=2
Z 0l+1
Z 0l+1 +RQl +
K2l
Rl
(4.6)
 =
nX
i=2
Pload(i)
Pfw(0)
(4.7)
4.3 電力分配比率の自由度
提案方式では、4.1節に示した方法を用いて各受電器に分配する電力比率を決定するこ
とができる。一方で、図 4.2(a)に示すように無線電力伝送系を多段接続する場合は、無線
電力伝送系の送電端から見た入力インピーダンスにより前段の電力分配比率が変わるた
め、これを制御する必要がある。
p番目の共振器から見た p+1番目の共振器の入力インピーダンスをZ 0p+1とすると、送
電端における入力インピーダンスZinは式 (4.4) 及び (4.8)を用いて漸化的に計算すること
ができる。このとき前段の無線電力伝送系で想定している負荷インピーダンスをRxとす
るならば、設計通りの電力分配比率を得るためには Zin = Rxを満たす必要がある。
Zin =
K20;1
Z 02 +RQ1
(4.8)
7ノードの構成と 5ノードの構成について、式 (4.9)に示すように、N番目を除く負荷
へ供給する電力を等分配に固定し、N番目の負荷へ供給する電力を変化させた場合の入力
インピーダンスを式 (4.4)及び (4.8) を用いて計算した。表 4.1に計算時に使用した素子値
を、計算結果を図 4.5及び図 4.6にそれぞれ示す。表 4.1にて、すべての負荷抵抗を 50 
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表 4.1: 入力インピーダンス計算に使用した素子値
項目 7ノード 5ノード
中心周波数 (kHz) 515
帯域幅 (kHz) 10
負荷抵抗Rp(
 ) 50
Lp(H ) 95.5
Cp(pF) 1000
RQp(
 ) 0.7
K01(
 ) 25.97 22.03
K12(
 ) 8.056 6.001
K23(
 ) 4.004 3.336
K34(
 ) 3.161 3.336
K45(
 ) 3.161 6.001
K56(
 ) 4.004 22.03
K67(
 ) 8.056 {
K78(
 ) 25.97 {
とした理由は測定器によって測定される Sパラメータの基準インピーダンスと負荷抵抗
を一致させるためである。Sパラメータの基準インピーダンスと負荷抵抗を一致させるこ
とで、jS21j2～jS71j2 により各負荷抵抗に供給される電力の比率を計算することが可能で
ある。
計算結果より、偶数番目の負荷に供給する電力を減らす、もしくは奇数番目の負荷に供
給する電力を増やすことで、送電端における入力インピーダンスが低くなることが確認で
きる。たとえば、7ノードの構成において送電端における入力インピーダンスを市販の同
軸ケーブル (50
 )と一致させるためには、ノード 6の負荷に供給する電力を減らす、も
しくはノード 3、5の負荷に供給する電力を増やす必要がある。
また 7ノードの構成と 5ノードの構成では、7ノードの構成の方が PNの変化に対する
入力インピーダンスの変化量が小さいことから、ノード数の違いが入力インピーダンスの
変化量に影響を与えることがわかる。
Pload(p) =
(
1 (p 6= N)
PN (p = N)
(4.9)
次に電力分配比を等分配に固定し、各共振器のQ値を変化させた場合の入力インピー
ダンスの変化を式 (4.4)及び (4.8)を用いて計算した。なお、計算に使用した素子値は等価
43
40
60
80
100
120
0 1 2 3 4
In
p
u
t 
Im
p
ed
an
ce
s 
Z i
n
 (
Ω
)
Power ratio of Nth receiver
node2
node3
node4
node5
node6
node7
図 4.5: 電力分配比と入力インピーダンスの関係 (7ノード)
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図 4.6: 電力分配比と入力インピーダンスの関係 (5ノード)
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直列抵抗RQpを除き、表 4.1 に示した値を使用し、Q値は共振器のRQpを変化させるこ
とで調整した。計算結果を図 4.7に示す。図 4.7に示した結果より、Q値の増加とともに
送電端の入力インピーダンスが増加することが確認できる。たとえば、表 4.1に示した設
計条件においてはQ = 90程度で入力インピーダンスが 50
 となる。
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図 4.7: 共振器のQ値と入力インピーダンスの関係
4.4 評価
4.1節に示した方法を、7ノード、6ホップの無線電力伝送系に適用し、電力分配特性を
評価した。表 4.2に設計諸元を示す。
表 4.2に示す設計諸元のもと、各受電器に電力を均等分配する無線電力伝送系の設計を
行い、シミュレーションにより評価を行った。設計においては、図 4.2(a)に示すように
市販の同軸ケーブル (50 
 )を用いて多段接続することを想定し、共振器の Q値をQ =
90(RQp = 3:43) とすることで入力インピーダンスが 50 
 になるよう調整を行った。式
(4.4)、(4.5)を用いて、各受電器における共振器－受電コイル間のインバータ値Kpを計
算した結果を表 4.3 に示す。
表 4.3に示した素子値を用いて、電力が均等分配されるよう設定した無線電力伝送系の
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表 4.2: 設計諸元
項目 値
中心周波数 (kHz) 515
帯域幅 (kHz) 10
負荷抵抗Rp(
 ) 50
Lp(H ) 95.5
Cp(pF) 1000
K01; K78(
 ) 25.97
K12; K67(
 ) 8.056
K23; K56(
 ) 4.004
K34; K45(
 ) 3.161
シミュレーション結果を図 4.8 に示す。図 4.8に示した結果より、S21～S71が中心周波数
近傍において一致しており、電力が均等分配されていることがわかる。また、S11につい
ても中心周波数において-23dB以下となっており、設計した入力インピーダンスからのず
れが十分小さいことが確認できる。
表 4.3: 共振器－受電コイル間のインバータ値Kp(均等分配)
項目 K2 K3 K4 K5 K6
値 (
 ) 1.218 1.622 2.783 4.793 12.36
次に、表 4.2に示す設計諸元のもと、式 (4.10) に示す比率で各受電器に電力を分配する
無線電力伝送系の設計を行い、シミュレーション及び実験により評価を行った。設計にお
いてはノード 6を入力インピーダンスの調整に用い、電力分配比 P6を変更することで入
力インピーダンスが 50
 になるよう調整を行った。
Pload(p) =
(
1 (p 6= 6)
P6 (p = 6)
(4.10)
実験では共振器構造として、直径 10mm、長さ 50mmのフェライトコアに 41回銅線を
巻いたものを使用した。図 4.9に作製した共振器の構造を示す。共振器から電力を取り出
すための受電コイルの巻き数と位置は、電力分配比率 P2～P7から求めた共振器－受電コ
イル間のインバータ値K2～K7が得られるよう調整した。
共振器－受電コイル間のインバータ値Kpの導出に必要となる共振器損失 RQp の測定
を行った結果を表 4.4に示す。共振器損失RQpの測定には、S21の半値帯域幅から計算す
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図 4.8: 電力分配のシミュレーション結果 (均等分配)
る方法 [51]を用いた。
表 4.4に示した測定結果を式 (4.4)及び (4.5) に代入することにより、共振器－受電コイ
ル間のインバータ値Kpを導出するとともに、4.3節に示す方法を用いて送電端において
入力インピーダンスが 50 
 となるよう、P6 = 0:27と決定した。導出したインバータ値
Kp、及び設計値に基づき調整を行った共振器－受電コイル間のインバータ値の測定値を
表 4.5に示す。
図 4.9: 共振器構造
共振器間のインバータ値K1;2～K6;7については、共振器間の距離により調整を行った。
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表 4.4: 共振器損失RQpの測定結果
項目 RQ1 RQ2 RQ3 RQ4 RQ5 RQ6 RQ7
値 (
 ) 0.73 0.72 0.69 0.76 0.84 0.75 0.76
表 4.5: 共振器－受電コイル間のインバータ値Kp(不均等分配)
項目 設計値 (
 ) 測定値 (
 )
K0;1 26.0 26.2
K2 5.11 5.03
K3 5.32 5.37
K4 5.78 5.70
K5 9.08 9.16
K6 7.63 6.96
K7;8 26.0 25.9
図 4.10に共振器間距離とインバータ値の関係について測定を行った結果を示す。測定に
は、式 (4.11)を用いて、結合状態にある 2つの共振器が有する 2つの共振角周波数!1、!2
から結合係数 kcを算出し、インバータ値に換算する方法 [49]を用いた。なお、La、Lbは
2つの共振器のインダクタンス成分を表す。
図 4.10に示した測定結果に基づき、共振器間距離を表 4.6に示す通り決定した。
kc =
!21   !22
!21 + !
2
2
; K = kc
p
LaLb (4.11)
表 4.4～4.6に示した測定結果に基づき構成した無線電力伝送系の構造を図 4.11に示す。
図 4.11に示した系について、電力伝達特性をシミュレーション及び実験により評価した
結果を、図 4.12及び図 4.13にそれぞれ示す。なお実験評価においては、非測定ポートに
50
 終端を接続することで 2ポートネットワークアナライザ (VNWA3E)により近似的に
表 4.6: 共振器間距離 (不均等分配)
項目 設計値 (
 ) 距離 (mm)
K12; K67 8.056 82
K23; K56 4.004 99
K34; K45 3.161 104
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図 4.10: 結合係数の測定結果
Sパラメータの測定を行った [52, 53]。
図 4.12及び図 4.13に示した結果について、中心周波数 515kHz近傍における電力伝達
特性を設計値と比較した結果を表 4.7 及び表 4.8に示す。設計値については、測定時と同
等の損失を考慮した場合の値に換算して示した。表 4.7及び表 4.8に示した結果より、シ
ミュレーション値において0:02dB以内、実測値において1dB以内の誤差で電力分配
が実現されていることが確認できる。
図 4.11: 電力分配を実現する無線電力伝送系
提案方式では、図 4.1(a)及び (b)に示した通り、中継器への給電の切り替えが可能であ
る。そこで、ノード 2～6に接続される負荷をオープンとすることで図 4.1(b)の状態を再
現し、電力伝達特性を測定した。図 4.14に測定結果を示す。図 4.14に示した結果より、中
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図 4.12: 電力分配のシミュレーション結果 (不均等分配)
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図 4.13: 電力分配特性の測定結果 (不均等分配)
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表 4.7: 電力分配特性のシミュレーション結果 (不均等分配)
項目 シミュレーション値 設計換算
jS21j(dB) -10.16 -10.16
jS31j(dB) -10.15 -10.16
jS41j(dB) -10.16 -10.16
jS51j(dB) -10.14 -10.16
jS61j(dB) -15.86 -15.84
jS71j(dB) -10.17 -10.16
総合伝送効率 (%) 50.9
表 4.8: 電力分配特性の測定結果 (不均等分配)
項目 測定値 設計換算
jS21j(dB) -10.11 -10.74
jS31j(dB) -10.23 -10.74
jS41j(dB) -11.57 -10.74
jS51j(dB) -10.34 -10.74
jS61j(dB) -17.29 -16.43
jS71j(dB) -11.46 -10.74
総合伝送効率 (%) 44.4
継器への給電を切り替えた状態においても S11が-14dB以下に抑えられており、設計した
入力インピーダンスからのずれが十分小さいことが確認できる。
4.5 まとめ
本章では、中継共振器を用いたマルチホップ無線電力伝送系を受動回路とみなし、設定
した電力分配比を実現する回路パラメータを導出する方法を明らかにした。提案手法の有
効性を確認するため、均等分配と不均等分配の 2通りの電力分配比率を 7ノード、6ホッ
プの無線電力伝送系に設定し、シミュレーション及び実測による評価を行った。評価の結
果、シミュレーションでは0:02dB以内、実測においては1dB以内の誤差で電力分配
が実現されていることを確認した。また、中継器への給電を切り替えた状態においても送
電端における入力インピーダンスの設計値からのずれが小さいことから、図 4.2(a)に示す
ような多段接続を行った際にも、あらかじめ決められた電力分配比率からのずれが抑えら
れる。
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図 4.14: 電力分配特性の測定結果 (中継器給電OFF)
提案手法に基づく無線電力伝送系は、末端から末端までの 1対 1の給電状態においては
通常のBPFとして働き、各受電コイルに電力分配する 1対多の給電状態においては電力
分配器として働く。1個の送電共振器と n-1個の受電共振器から成る無線電力伝送系にお
いて、電力分配比率の自由度は、共振器のQ値による整合補償を行った場合で n-1、整合
補償用の受電器を設けた場合で n-2である。前述の条件の下、無線電力伝送系は 1対 1と
1対多の 2つの状態で整合条件を満たし、電力分配比率の切り替えに伴うパラメータ調整
が不要となる。
一方で受電器の配置間隔は、マルチホップ無線電力伝送系の設計時に求めた共振器間の
結合度によって制約を受けるため、アプリケーションによって自由に決定することができ
ない。配置間隔の問題については、今後、5章で述べる配置自由度を改善する共振器構造
などを併用した構成について検討を行う必要がある。
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第5章 受電器の配置自由度を改善する共
振器構造
通常、無線電力伝送の適用先は受電器の配置が一定でないケースが多く、無線電力伝送
において受電器の配置自由度は重要な性能である。こうした背景から、1.2節で述べたよ
うに、受電器の配置自由度を改善する共振器構造が数多く提案されている。一方で、その
多くは送電コイルに囲われた閉空間や送電コイル上の水平面方向に限定されており、共振
器構造のみで距離方向に対して配置自由度が得られる方式については報告されていない。
特に文献 [8]のように、センサネットワークに対して移動しながら電力を供給するような
用途では、受電器との距離は確率的なものとなる。こうしたケースでは、ピーク伝送効率
が多少低下したとしても平均的に一定の伝送効率が得られる方が長期的にはメリットが
ある。
そこで本章では、水平方向に配置したコイル同士の結合と、垂直方向に配置したコイル
同士の結合、導電板間の電界結合がそれぞれ距離に対して異なる分布を有することに着目
し、それらを組み合わせることで距離変化に対する結合度変化を抑制する共振器構造を 2
種類提案する。
5.1 2軸コイル構造
水平コイルと垂直コイルを組み合わせた 2軸コイル構造は、結合度の距離特性に傾きが
0となる領域を有する。本節では 2軸コイル構造の基本特性を述べたうえで、同構造の相
互インダクタンスをノイマンの公式により定式化し、設定した距離に結合度の変化を抑
制する領域を得るための寸法の導出方法、及び、フィルタ設計理論により同構造を用いた
無線電力伝送系を構成する方法について述べる。さらに、提案方式を用いて導出した 2軸
コイル構造の寸法を基準にプロトタイプを作製し、実験評価を行った結果について報告
する。
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5.1.1 2軸コイルの基本特性
2軸コイルの構造と配置を図 5.1に示す。2軸コイルは、水平に配置したコイルと垂直に
配置した 2つのコイルから成る。コイルはすべて正方形であり、aは水平コイルの 1辺の
長さを、bは垂直コイルの 1辺の長さを表す。図の通り各コイルに 1～4の番号を付け、各
コイルの自己インダクタンスを L1～L4、コイル 1-3間の相互インダクタンスをM31、コ
イル 2-4間の相互インダクタンスをM42と定義する。コイル 2及びコイル 4はコイル 1及
びコイル 3の中心から長さ lだけずらして配置してある。コイル 1と 2、及びコイル 3と
4を相互インダクタンスM31とM42が異符号となるよう直列接続する場合、2軸コイル間
の合計の相互インダクタンスMtotalは式 (5.1)で表される。また、その等価回路は図 5.2
で表される。ただし、1次側の浮遊キャパシタンスをC1、2次側の浮遊キャパシタンスを
C2、1次側の損失成分を等価コンダクタンスG1、2次側の損失成分を等価コンダクタンス
G2で表した。
Mtotal =M42  M31 (5.1)
図 5.1: 2軸コイルの構造
図 5.2: 図 5.1に示した無線電力伝送系の等価回路
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2軸コイル構造に関して、相互インダクタンスM31と相互インダクタンスM42 では貫
く磁束の分布が異なるため距離に対して異なる値をとる。このとき、お互いの相互インダ
クタンスを適度に打ち消しあうよう寸法を調整することで、合計の相互インダクタンス
Mtotalの変化の低減が期待できる。
コイル 1及びコイル 3の巻き数をNh、コイル 2及びコイル 4の巻き数をNv とすると、
合計の相互インダクタンスMtotalはノイマンの公式により式 (5.2) ～(5.5)で表される。ま
た、水平コイルにソレノイド型の矩形コイルを、垂直コイルにスパイラル型の矩形コイ
ルを使用した場合、自己インダクタンス L1及び L3 は式 (A.1)により、L2及び L4は式
(A.10)によりそれぞれ表される。なお、a0及び b0は図A.2より求めた矩形コイルと等価
な円形コイルの半径、phは水平コイルの巻き線間隔、pvは垂直コイルの巻き線間隔、0
は真空中の透磁率をそれぞれ表す。
Mtotal =M42  M31(y)  M31(x) (5.2)
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L1 = L3 = LSolenoid(a
0; ph; Nh) (5.6)
L2 = L4 = LSpiral(b
0; pv; Nv) (5.7)
表 5.1に示すパラメータのもと、式 (5.2)～(5.5) で計算される相互インダクタンスを用
いて、2軸コイル及び水平コイル、垂直コイルの結合度を計算した結果を図 5.3に示す。
なお、2軸コイルの結合度 kh+v、及び、水平コイルの結合度 kh、垂直コイルの結合度 kv
は、式 (5.8) ～(5.10)により計算した。また、式 (5.11)で表されるk50を 50mm区間の
結合度変化量と定義し、その計算結果を図 5.4に示す。
図 5.3に示した結果より、水平コイル及び垂直コイル単体の結合度が距離に対して単調
減少であるのに対し、2軸コイルの結合度は距離 15.5mm付近で平坦な特性が得られてお
り、距離に対する結合度の変化が抑制されている。図 5.4に示した 50mm区間の結合度
変化量で見ると、2軸コイルが最も小さく、次いで水平コイル、垂直コイルの順に大きく
なっていることが確認できる。2軸コイルの 50mm区間の結合度変化量は距離 13.6mmで
最小値 0.15 をとり、これは水平コイルの 50mm区間の結合度変化量 1.2の約 12.5% に相
当する。
kh =
M31p
L1L3
(5.8)
kv =
M42p
L2L4
(5.9)
kh+v =
jM42  M31jp
(L1 + L2)(L3 + L4)
(5.10)
k50 =
kmax   kmin
kaverage
(5.11)
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表 5.1: 2軸コイルのパラメータの例
Item Value
a (mm) 100
b (mm) 49
l (mm) 40
Nh 8
Nv 10
ph (mm) 1.5
pv (mm) 1.0
L1; L3 (nH) 15294.1
L2; L4 (nH) 9309.78
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図 5.3: 表 5.1に示したパラメータにおける 2軸コイルの結合度特性
5.1.2 kを最小化する距離の制御
図 5.3のグラフが示すように、2軸コイルの結合度は距離に対してその変化が平坦にな
る距離 datが存在する。距離 datでは結合度の 1階微分が 0となることから、式 (5.10)の
分子の 1階微分が 0となるようなパラメータ a; b; l; Nv及びNhを決定することで距離 dat
を制御することができる。
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図 5.4: 表 5.1に示したパラメータにおける 2軸コイルの結合度変化量
水平コイルのパラメータを a = 0:1; Nh = 8に固定し、距離 datを変化させた際に必要
となる垂直コイルのオフセット量 lをプロットしたグラフを図 5.5～5.7に示す。3つのグ
ラフより、垂直コイルの巻き数が少ないほどオフセット量 lの範囲が小さくなっているこ
とがわかる。これは、巻き数が少なくなるほど垂直コイルの寸法変化が特性に与える影響
が大きいことを意味する。また、Nv = 9; b = 0:08やNh = 13; b = 0:06となるような垂直
コイルのパラメータはオフセット量の変化が非常に小さくなることから、距離の制御には
適していないといえる。
ここで、図 5.5～5.7に示したグラフを利用して、垂直コイルのオフセット量 lを用いて
距離 datを制御することを考える。例えば a = 0:1; b = 0:04; Nh = 8; Nv = 13なる寸法の
2軸コイルを使用して距離 datを 0.15mに調整する場合、図 5.7 に示した関係より垂直コ
イルのオフセット量 lは 0.04mと求まる。
M 0total =M
0
42  M 031(y)  M 031(x) (5.12)
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図 5.5: 距離 datとオフセット量 lの関係 (Nv = 3)
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図 5.6: 距離 datとオフセット量 lの関係 (Nv = 9)
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図 5.7: 距離 datとオフセット量 lの関係 (Nv = 13)
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次に、a = 0:1; b  0:1; l  0:051mの条件下で距離 datが 0:105m、0:2m及び、0:3mと
なるような 2軸コイルのパラメータと、その距離特性の計算結果を示す。表 5.2に使用し
た 2軸コイルのパラメータを、図 5.8に結合度の距離特性を、図 5.9 に 50mm区間の結合
度変化量を示す。図 5.8に示した結果より、各コイルが設定した距離 datで結合度の距離
変化が抑制されていることが確認できる。50mm区間の結合度変化量が最小となる距離
は、設定した距離から約 20mm程度のずれが確認できる。これは、1階微分が 0となる距
離を中心に結合度の変化が非対称となっているためである。
表 5.2: 距離 datで結合度変化が最小となる 2軸コイルの設計例
Distance d(m) 0.105 0.2 0.3
a (mm) 100
b (mm) 20 50 50
l (mm) -50.1 -46.6 -42.7
Nh 8 8 8
Nv 9 9 13
L1; L3 (nH) 15294.1
L2; L4 (nH) 2149.31 8093.95 14469.6
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図 5.8: 表 5.2に示したパラメータにおける結合度の距離特性
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図 5.9: 表 5.2に示したパラメータにおける結合度変化率
5.1.3 2軸コイルの伝送効率
本項では、2軸コイル構造について伝送効率の理論値について述べたうえで、伝送効率
が一定以上の値となる領域の広さと、それを実現するために必要となる共振器Q値を示
す。はじめに、伝送効率を導出するため、図 5.2に示す 2軸コイル構造の等価回路の入出
力ポートに Jインバータとなる直列キャパシタ C01; C23を挿入し、図 5.10に示すような
の 2段BPFを構成する。このとき、各 Jインバータ値は 3.5項の計算式より、式 (5.16)～
(5.19)で表される。また、3.6項の方法により、入出力端における負性キャパシタンスを
取り除くことで図 5.10(b)の各素子値は式 (5.20)～(5.28)で表される。
J01 =
s
!1   !2
!20g1
GA
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(5.16)
J12 =
!1   !2
!20
r
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g1g2C1BPFC2BPF
(5.17)
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s
!1   !2
!20g2
GB
L2BPF
(5.18)
gi = 2 sin
2i  1
4
 (i = 1; 2) (5.19)
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図 5.10: Jインバータを用いたBPFとして設計した無線電力伝送系
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図 5.10に示した等価回路について、その電力伝送効率 jS21j2は式 (5.29)で表される。こ
れを用いて 2軸コイル構造を用いた無線電力伝送系の伝送効率と、単純な水平コイルを用
いた場合の伝送効率を表 5.3 に示すパラメータのもと比較した結果を図 5.11及び図 5.12
に示す。また、それぞれの伝送効率について文献 [17]記載の理論最大効率 max をあわせ
て示した。伝送効率の比較結果より、共振器のQ値を 200とした場合、ピーク効率は水
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平コイルが 83% であるのに対して 2軸コイルが 76%と低下するものの、70% 以上の効率
が得られる領域は、水平コイルが 17.3mmであるのに対して 2軸コイルは 24.3mmと、約
1.4倍広いことがわかる。
次に、一定の伝送効率E % を上回る領域の広さを lEと定義し、lEと共振器Q値との関
係について評価した結果を述べる。図 5.13に水平コイルと 2軸コイル構造それぞれにつ
いて、lEを計算した結果を示す。計算結果から、効率 50% を超える領域はQ=87を境に
2軸コイル構造の方が広くなることがわかる。同様に効率 60% ではQ=106、効率 70% で
はQ=156、効率 80% ではQ=271以上のとき、2軸コイル構造の方が広い範囲で伝送効率
を維持できるといえる。また、2軸コイルの l70及び l80の特性において、それぞれQ=158
とQ=332に傾きが急激に変化するポイントが存在することがわかる。これは、図 5.12 に
示す特性からもわかる通り、2軸コイルの効率特性は最大効率を持つ領域に 2つのピーク
とその間に極小値を持つためである。例えば、l80の特性において傾きの変化点は効率の
極小値がE = 80% と一致するようなQ値で発生する。
jS21j2 =
(
2
1 + Y1=GA
s
Y1Y2Y3
G1(G1 + Y2)(G2 + Y3)
)2
(5.29)
Y1 =
J201
G1 + Y2
; Y2 =
J212
G2 + Y3
; Y3 =
J223
GB
表 5.3: 2軸コイルの伝送効率評価に用いた設計パラメータ
Item Value
dat (m) 0.105
a (mm) 100
b (mm) 20
Nh 8
Nv 9
l (m) 0.0501
f0 (MHz) 1.0
f1   f2 (MHz) 0.04896
L01; L
0
2 (nH) 17443.41
C 01BPF; C
0
2BPF (pF) 1056
C01; C23 (pF) 403.5
Q of the resonators 100, 200
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図 5.11: 2軸コイルを用いた無線電力伝送系の伝送効率 (Q=100)
0.00
0.25
0.50
0.75
1.00
0.10 0.12 0.14 0.16 0.18 0.20
E
ff
ic
ie
n
cy
 |S
2
1
|2
Distance (m)
horizontal ηmax
orthogonal ηmax
horizontal
orthogonal
図 5.12: 2軸コイルを用いた無線電力伝送系の伝送効率 (Q=200)
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図 5.13: 共振器Q値と伝送効率E %を上回る領域の広さを lEの関係
5.1.4 2軸コイルの実験評価
本項では、5.1.2項で述べた設計方法に基づいて 2軸コイルのプロトタイプを作製し、そ
の結合度を測定することで設計方法の実現性を評価する。はじめに距離に対する結合度変
化が平坦となる距離 datを 0.15mに設定し、3章の方法により 2軸コイル構造の寸法を計
算する。表 5.4は提案手法により計算した 2軸コイルのパラメータである。このとき、式
(5.1)～(5.7) によって得られる相互インダクタンスおよび自己インダクタンスは、巻き線
の間隔等を考慮していないことから、実測値とのずれが予想される。そこで本論文では、
表 5.4に示したパラメータを基準にオフセット lを変えた水平コイルと垂直コイルを複数
作製し、その相互インダクタンスを測定する。その後、作製した水平コイルと垂直コイル
のうち、式 (5.1)～(5.7)によって得られる相互インダクタンスに最も近い特性を持つコイ
ルを選択することで、実測値とのずれを補正する。
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表 5.4: 提案方式により設計した 2軸コイルの寸法
Item Value
dat (m) 0.15
a (mm) 100
b (mm) 100
l (mm) 29.9
Nh 6
Nv 4
5.1.5 水平コイルと垂直コイルの選定
表 5.4に示した 2軸コイルのパラメータを基準に 4種類の垂直コイルと、1種類の水平
コイルについて特性を 2.2節で述べた測定方法を用いて評価した。評価対象の水平コイル
と垂直コイルのパラメータを表 5.5に示す。No.1～4の垂直コイルはそれぞれ異なるオフ
セット長 lを有する。このときオフセット長 lを短くすることは垂直コイル間の距離 dを
長くすることと等価であることから、No.1～4の垂直コイルの特性については l = 40mm
の垂直コイルの測定結果を距離方向に 4～10mm平行移動させることで算出した。4種類
のコイルについて相互インダクタンスを測定した結果を図 5.14～5.15に示す。なお、図中
の実線は表 5.4に示したパラメータのもとノイマンの公式により計算した垂直コイルと水
平コイルの相互インダクタンスを表す。
測定結果より、水平コイルの相互インダクタンスはノイマンの公式により計算した相互
インダクタンスとよく一致していることがわかる。一方で、垂直コイルの測定値は、計算
値よりもわずかに小さく、l = 33mmおよび l = 34mmとした場合に計算値と最も近い特
性が得られることがわかる。図 5.16は、測定した相互インダクタンスの計算値からのず
れを表したものであり、datの設計値 0.15m付近で最も誤差が小さい垂直コイルはNo.2
であることがわかる。以上より、今回作製する 2軸コイルに使用するコイルには、垂直コ
イルNo.2またはNo.3と、水平コイルNo.5を使用すればよい。調整後の 2軸コイルのパ
ラメータを表 5.6に示す。
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表 5.5: 評価に使用した垂直コイルと水平コイルの寸法
No. Type a; b(mm) Nh; Nv(turns) l(mm)
1 Vertical 100 4 30
2 Vertical 100 4 33
3 Vertical 100 4 34
4 Vertical 100 4 38
5 Horizontal 100 6 -
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図 5.14: 垂直コイル間の相互インダクタンス測定結果
表 5.6: 測定結果に基づいて調整を行った 2軸コイルの寸法
Item Value
dat (m) 0.15
a (mm) 100
b (mm) 100
l (mm) 33 or 34
Nh 6
Nv 4
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図 5.15: 水平コイル間の相互インダクタンス測定結果
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図 5.16: 相互インダクタンスの計算値とのずれ
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5.1.6 評価結果
表 5.6に示したパラメータで作製した 2軸コイルの外観を図 5.17に、垂直コイルと水平
コイルの電気的な接続関係を図 5.18にそれぞれ示す。2軸コイルは、水平コイルの巻きは
じめと SMAコネクタの中心導体、水平コイルの巻き終わりと垂直コイルの巻きはじめ、
垂直コイルの巻き終わりと SMAコネクタの外部導体とが、それぞれ接続されることで構
成される。
この構造について、1次側共振器単体と 2次側共振器単体での入力アドミタンスと、結
合状態での 2ポートアドミタンス行列をそれぞれ測定し、2.2 節に記載した計算方法を用
いて結合度を算出した。図 5.19に測定値とノイマンの公式による計算値の比較結果を示
す。また、水平コイルの結合度の測定値と計算値を図 5.19に、1MHzにおける 2軸コイル
の自己インダクタンス値を表 5.7に示す。
図 5.19に示した結果より、l = 33mmとした場合には 0.16m以降の領域で計算値よりも
結合度が小さくなっているものの、設計した距離 dat で結合度の傾きが 0となっている
ことが確認できる。また、l = 34mmとした場合には結合度の傾きが 0となる距離 datに
0.01m程度のずれが存在するが、0.16m 以降の計算値との誤差が小さい。距離 datの設計
精度という観点からは、l = 33mmとした 2軸コイルの方が優位な特性を有している。こ
れは図 5.16に示したように、l = 33mm とした垂直コイルの方が計算値からのずれが小
さくなるためである。
図 5.17: 試作した 2軸コイルの外観
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図 5.18: 2軸コイルの電気的な接続関係
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図 5.19: 2軸コイルの結合度測定結果
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表 5.7: 2軸コイルにおける相互インダクタンスと自己インダクタンスの内訳
Item Value
The reference frequency 1.0MHz
L1 + L2; L3 + L4 (calculation) 14.52 H
L1 + L2 (measurement) 14.20 H
L3 + L4 (measurement) 14.17 H
L1; L3 (calculation) 9.511 H
L1 (measurement) 9.398 H
L3 (measurement) 9.352 H
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5.2 電界結合と磁界結合を組み合わせた構造
2軸コイル構造は結合度の距離特性に傾きが 0となる領域を有するが、その構造上、薄
型化することが難しい。本節では垂直方向に配置したコイル同士の磁界結合と、導電板
間の電界結合が距離に対して異なる分布をとることを利用し、2軸コイルと同様の結合度
の距離特性を得る共振器構造について提案する。提案構造は、2017年に報告された構造
[55]と同様の構造を基本とし、検討をさらに発展させて結合度の距離分布を定式化、結合
度の変化率を最小化する距離 dat を制御可能にするものである。さらに提案構造につい
てプロトタイプを作製し実験評価を行った結果を報告する。
5.2.1 提案構造の基本特性
図 5.20(a)に提案する共振器の構造を示す。提案構造は、磁界結合するコイル L1と L2
の背面または前面に電界結合用の電極 a～dを設けた構造を持つ。電極 a,bとコイル L1、
電極 c,dとコイルL2はそれぞれ接続されており、LC並列の共振器として働く。このとき、
磁界結合 kmと電界結合 kc では距離に対して異なる結合度が得られることから、お互いの
結合を適度に打ち消しあうよう寸法を調整することで、2軸コイルと同様、共振器間の結
合度 kc   kmの変化を低減することが期待できる。図 5.20(a)に示した構造について、以
下の手順で結合度を算出する。
1. 等価回路の対称性を利用して偶奇モードにおけるYパラメータを算出
2. 偶奇モードにおけるYパラメータからモード変換前のYパラメータを算出
3. ポート 1-2、ポート 3-4に対してDierential-Commonモード変換を施す
4. モード変換を施したYパラメータからDierentialモードのみを取り出す
5. DierentialモードのYパラメータに対して行列式を計算して結合度を算出
電極 a-b間及び c-d間の容量をCp、電極 a-c間及び b-d間の容量をCs、電極 a-d間及び
b-c間をCxと置くと、提案構造は図 5.20(b) の等価回路で表される。図 5.20(b)の回路は
2対称回路なので、式 (5.30)に示す偶奇モード変換行列によりそのYパラメータを対角化
することができ、モード変換後のYパラメータは式 (5.31) で表される。2対称回路に関し
て、偶奇モード変換前のYパラメータは式 (5.32)で表されることから、提案構造を表す
Yパラメータの各要素は式 (5.33)～(5.36)と求まる。
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図 5.20: 電界結合と磁界結合を組み合わせた構造
Q4 =
1
2
26664
1 1 1 1
1 1  1  1
1  1 1  1
1  1  1 1
37775 (5.30)
Y 0 = Q 14 Y Q4 =
26664
Y 01 0 0 0
0 Y 02 0 0
0 0 Y 03 0
0 0 0 Y 04
37775 (5.31)
Y 01 = 0
Y 02 = j!2(Cs + Cx)
Y 03 = j!2(Cp + Cx) +
2
j!(L+M)
Y 04 = j!2(Cs + Cp) +
2
j!(L M)
Y = Q4Y
0Qt4 =
26664
Ya Yb Yc Yd
Yb Ya Yd Yc
Yc Yd Ya Yb
Yd Yc Yb Ya
37775
Ya =
1
4
(Y 01 + Y
0
2 + Y
0
3 + Y
0
4)
Yb =
1
4
(Y 01 + Y
0
2   Y 03   Y 04)
Yc =
1
4
(Y 01   Y 02 + Y 03   Y 04)
Yd =
1
4
(Y 01   Y 02   Y 03 + Y 04)
(5.32)
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Ya = j!(Cs + Cp + Cx) +
L
j!(L2  M2) (5.33)
Yb =  j!Cp   L
j!(L2  M2) (5.34)
Yc =  j!Cs   M
j!(L2  M2) (5.35)
Yd =  j!Cx + M
j!(L2  M2) (5.36)
2.4節で述べたように、提案構造を無線電力伝送で使用する場合、ポート 1-2及び 3-4は
逆相で駆動される。そこでポート 1-2及び 3-4を差動ペアとみなして、式 (5.32)で表され
るYパラメータに対してDiiferential-Commonモード変換を施す。変換後のYパラメータ
Y dcは式 (5.37)で表されるDierential-Commonモード変換行列を用いて式 (5.38)と表現
することができる。
T v =
26664
1 1=2 0 0
1  1=2 0 0
0 0 1 1=2
0 0 1  1=2
37775 (5.37)
Y dc = T
 1
v Y T v =
26664
Ya + Yb 0 Yc + Yd 0
0 Ya   Yb 0 Yc   Yd
Yc + Yd 0 Ya + Yb 0
0 Yc   Yd 0 Ya   Yb
37775 (5.38)
式 (5.38)からDierentialモードの項を取り出した行列 Y dは式 (5.39)で表される。こ
れについて 0 = det(Y d)を計算することで提案構造のDierential モードにおける自由振
動解の周波数を求めたうえで、式 (2.1) に代入して結合度を算出する。式 (5.40)を整理す
ると式 (5.42)に示す !2に関する 2次方程式を得る。式 (5.42)を解くことで得られる 2つ
の解を !21 及び !22と置くと、それぞれ式 (5.43)と表される。
得られた !21及び !22を式 (2.1)に代入すると、提案構造におけるトータルの結合度 kは
式 (5.45) と表される。ここで、kmと kcを式 (5.46)及び式 (5.47) の通り定義すると、提案
構造における結合度 kは式 (5.48) と表される。式 (5.48)において、km及び kc はそれぞれ
磁界結合による結合度と電界結合による結合度とみなすことができる。また、km及び kc
が 1よりある程度小さい時、提案構造における結合度 kがそれらの差に比例することを意
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味している。
Y d =
"
Ya   Yb Yc   Yd
Yc   Yd Ya   Yb
#
=
"
j!(Cs + 2Cp + Cx) +
2L
j!(L2 M2)  j!(Cs   Cx)  2Mj!(L2 M2)
 j!(Cs   Cx)  2Mj!(L2 M2) j!(Cs + 2Cp + Cx) + 2Lj!(L2 M2)
#
(5.39)
0 = det(Y d) (5.40)
0 =

j!C1 +
2L
j!N2
2
 

j!C2 +
2M
j!N2
2
(5.41)
0 = A!4 +B!2 + C (5.42)
A = C21   C22
B =   4
N2
(C1L  C2M)
C =
4
N2
(L2  M2)
C1 = Cs + 2Cp + Cx
C2 = Cs   Cx
N2 = L2  M2
!21 =
 B +pB2   4AC
2A
; !22 =
 B  pB2   4AC
2A
(5.43)
k =
!21   !22
!21 + !
2
2
=  
p
B2   4AC
B
(5.44)
=
16
N4
(C21M
2   2C1LC2M + C22L2)
4
N2
(C1L  C2M)
=
C1M   C2L
C1L  C2M (5.45)
km =
M
L
(5.46)
kc =
C2
C1
=
Cs   Cx
Cs + 2Cp + Cx
(5.47)
k =
km   kc
1  kmkc (5.48)
式 (5.48)を用いて表 5.8に示すパラメータのもと、提案構造の結合度の距離特性を算出
した。図 5.21に計算した結合度の距離特性を示す。表 5.8において、lが負の値をとる場
合、電極がコイルの前面にあることを意味する。なお、2軸コイルの時と同様、コイルの
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相互インダクタンスM はノイマンの公式に基づき式 (5.49)により、自己インダクタンス
Lは式 (A.10)によりそれぞれ算出した。b0は図 A.2より求めた等価な円形コイルの半径
を表す。また、極板間容量Csは式 (5.51)により、Cxは式 (5.52) により [56]、Cpは 1次側
と 2次側が結合していない状態での共振角周波数が !0となるよう式 (5.53)によりそれぞ
れ計算した。
図 5.21に示した計算結果より、提案方式では約 0.039mにおいて結合度の傾きが 0と
なっており、その近傍で結合度変化が抑制されていることがわかる。また、電界結合と磁
界結合の大きさが逆転する約 0.027mの距離において、結合度が 0となる。
M =
20N
2
v

(
b log
 
b+
p
b2 + d2
b+
p
2b2 + d2
!
+ b log
 p
b2 + d2
d
!
+ d+
p
2b2 + d2   2
p
b2 + d2
)
(5.49)
L = LSpiral(b
0; p; Nv) (5.50)
Cs = "0
xy
2l + d
(5.51)
Cx = "0
xy
2l + d
cos2  (5.52)
 = tan 1
x+ s
2l + d
Cp =
1
!20L
(5.53)
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表 5.8: 提案構造のパラメータ例 (1)
Item Value
b (mm) 100
x (mm) 40
y (mm) 50
s (mm) 40
l (mm) -10
Nv 2
f0 (MHz) 52
L (H ) 1.789
Cp (pF) 5.238
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図 5.21: 表 5.8に示したパラメータにおける提案構造の結合度特性
5.2.2 結合度 kの変動を最小化する距離の制御
2軸コイルと同様、提案構造の結合度は距離に対してその変化が平坦になる距離 datが
存在する。距離 datでは結合度 kの 1階微分が 0となることから、式 (5.54)～(5.56)で表
される 1階微分が 0となるようなパラメータ x; y; s; l及びNvを決定することで距離 dat
を制御することができる。
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表 5.9に示すパラメータを固定し、距離 datを変化させた際に必要となる電極板のオフ
セット量 lを式 (5.54)～(5.56) から計算した結果を図 5.22に示す。計算結果より、電極板
のサイズが大きくなるほど少ないオフセット量 lで距離 datを広い範囲に設定することが
できることがわかる。これは datを遠方に設定するほど、電界結合により必要となる結
合度 kcが大きくなるためである。
次に、図 5.22に示したオフセット量 lと距離 datの関係を用いて距離 datを制御するこ
とを考える。datを 0.05m、0.08m、0.15mとなるような提案構造のパラメータを表 5.10
に、そのときに得られる結合度の距離特性を式 (5.44)～(5.53)により計算した結果を図5.23
にそれぞれ示す。図 5.23 に示した結果より、結合度の変動が設定した距離 datで抑制さ
れていることが確認できる。
k0 =
(1  k2c )k0m   (1  k2m)k0c
(1  kmkc)2 (5.54)
k0m =
2N2v
L

bd
b2 + d2
  b
d
+ 1  dp
b2 + d2
  d
b+
p
b2 + d2
+
d
b+
p
2b2 + d2

(5.55)
k0c =
C 0s   C 0x
Cs + 2Cp + Cx
  (C
0
s + C
0
x)(Cs   Cx)
(Cs + 2Cp + Cx)2
(5.56)
C 0s =  "0
xy
(2l + d)2
C 0x =  "0
xy
(2l + d)2
cos2  + "0
2xy
(2l + d)(x+ s)
cos  sin3 
表 5.9: 提案構造のパラメータ例 (2)
Item Value
b (mm) 100
x (mm) 40
s (mm) 40
Nv 2
f0 (MHz) 42
L (H ) 1.453
Cp (pF) 9.881
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図 5.22: 距離 datとオフセット量 lの関係
表 5.10: 距離 datで結合度変化が最小となる提案構造の設計例
Distance d(m) 0.05 0.08 0.15
b (mm) 100
x (mm) 100
y (mm) 40 60 80
s (mm) 40
l (mm) -16 -22 -31
Nv 2
f0 (MHz) 42
L (H ) 1.453
Cp (pF) 9.881
5.2.3 提案構造の実験評価
表 5.10に示した 3つのパラメータのうち、dat = 0:05m 及び 0.08mの 2通りについて、
プロトタイプを作製して結合度の測定を行った。図 5.24に作製したプロトタイプの外観
を示す。結合度は、2.4節で述べた方法によりDierentialモードにおける Sパラメータを
測定し、2.3節の方法によりYパラメータの行列式から計算した。図 5.25及び図 5.26 に
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図 5.23: 結合度の距離特性
結合度の測定結果を、式 (5.46)～(5.53)によって計算した理論値とあわせて示す。
測定結果より、dat = 0:08mに設定したケースで 0.01m程度のずれが見られるものの、
それぞれ設計した距離で結合度の傾きが 0となっており、提案手法による datが制御でき
ていることが確認できる。一方で、結合度の大きさについては約 2.5倍程度のずれが生じ
ている。
なお、dat = 0:05mの測定結果は 0.13m以降で、dat = 0:08mの測定結果は 0.16m以
降で、式 (2.37)による結合度の補正結果が虚数となっており、正しい結合度が得られてい
ない。図 5.25の 0.13mにおける不連続点と、図 5.26の 0.16mにおける不連続点は、前述
の問題に起因するものである。計算結果が虚数となった原因としては、行列式による結合
度計算に必要となる測定精度が得られなかったことが考えられる。
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図 5.24: 試作した提案構造の外観
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図 5.25: 提案構造の結合度測定結果 (dat = 0:05m)
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図 5.26: 提案構造の結合度測定結果 (dat = 0:08m)
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5.3 まとめ
本章では、水平方向に配置したコイル同士の結合と、垂直方向に配置したコイル同士の
結合、導電板間の電界結合がそれぞれ距離に対して異なる分布を有することに着目し、そ
れらを組み合わせることで距離変化に対する結合度変化を抑制する共振器構造を 2種類提
案した。
第 1の構造は、水平コイルと垂直コイルを組み合わせた 2軸コイル構造であり、同構造
の距離に対する結合度の変化を、ノイマンの公式により導出した結合度の計算式の 1階微
分として表すことで、設定した距離で結合度変化が最小となるようなコイルの寸法を導
出する手順を明らかにした。さらに、同手順を用いて導出した 2軸コイル構造の寸法を基
準に作製したプロトタイプが設計した距離で結合度変化を抑制する領域を有することを
実験により示した。第 2の構造は、垂直コイルによる磁界結合と導電板間の電界結合を組
み合わせた構造であり、2軸コイルと比較して構造の薄型化が可能である。同構造の等価
回路モデルについてDierentialモードにおける結合度を表す式を導出し、2軸コイルと
同様に特定の距離において結合度変化が最小となる特性を有することを示した。さらに、
作製したプロトタイプについて結合度の測定を行い、結合度変化を抑制する領域を有する
ことを実験により示した。
提案した 2種類の共振器構造は、いずれも動的な整合回路なしで共振器間の距離が最大
効率を得られる距離からずれた際の伝送効率低下を防ぐことが可能であり、ロボットやモ
バイル機器への給電といった移動する対象への無線給電に有用である。一方で提案方式
は、いずれも 2種類の結合の差をとることによって結合度変化を抑制するため、従来方式
と比較して得られる結合度が小さく、最大伝送効率は低下する。
今回検討を行ったケースでは、結合度の距離特性の傾きを完全に 0とすることを目的と
したが、結合度の急激な変化を抑制するだけであっても位置ずれに起因する伝送効率低下
を改善する効果が得られる。例えば、近距離での結合度の急激な変化を抑制することを目
的とした場合、2軸コイルを構成する 2つのコイルのうち片方は小型化することが可能で
あり、機器への搭載性を改善するとともに、打ち消す結合の量を減らすことができるため
伝送効率の改善が見込まれる。このように結合度変化の抑制効果と伝送効率の間にはト
レードオフの関係があり、今後、用途に応じて最適な動作点を決定する方法を検討してい
く必要がある。
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第6章 結論
本論文では、共鳴方式の無線電力伝送における複数機器への同時給電と、受電器の配
置自由度改善という課題に対して、マルチホップ無線電力伝送を用いた電力分配方式と、
位置ずれに対する結合度変化を抑制する 2種類の共振器構造を提案し、実験評価によりそ
の実現性を示した。前者は、共鳴方式の無線電力伝送において送電側共振器と受電側共振
器の間に中継共振器を配置することで電力をマルチホップさせることが可能であることを
利用し、複数直列に配置した各中継共振器に対して設定した比率で電力分配を実現する
ものである。後者は、水平方向に配置したコイル同士の結合と、垂直方向に配置したコイ
ル同士の結合、導電板間の電界結合が、それぞれ距離に対して異なる分布をとることに着
目し、これらを組み合わせることで距離に対する結合度変化を抑制を可能にするもので
ある。
第 2章では、共振器間の結合度を測定する方法として、2つの共振器を結合させた際に
生じる 2つの共振周波数を直接読み取る従来法に加えて、測定したYパラメータと回路方
程式から相互インダクタンスを導出して結合度を求める方法と、Yパラメータの行列式を
解くことで共振周波数を解析する方法の 2通りの測定方法を示した。相互インダクタンス
から結合度を求める方法は、測定対象が使用した等価回路モデルによって限定されるが、
従来法のように測定対象と測定器を疎結合にする必要がないといったメリットがある。ま
た、行列式を解く方法については、共振周波数の導出がYパラメータの固有値を求める
ことと等価であること、共振器の損失を考慮した場合であっても結合度の算出が可能であ
ることを示した。
第 3章と第 4章では、送電側共振器と受電側共振器の間に中継共振器を n-2個直列に配
置した構成が、n段 BPFとして設計できることを示したうえで、各中継共振器に設定し
た比率で電力分配を実現する回路構造及び回路パラメータを導出する方法を明らかにし
た。さらに、均等分配と不均等分配の 2通りの電力分配比率を 7ノード、6ホップの無線
電力伝送系に設定し、シミュレーション及び実験による評価を行い、シミュレーションに
おいて0:02dB以内、実験においては1dB以内の誤差で電力分配が実現されることを
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示した。また提案方式は、中継共振器への電力供給をON-OFFすることにより、末端か
ら末端への 1対 1の給電と、中継器を含むすべての受電器に対する 1対多の給電の切り替
えが可能である。中継共振器への電力供給の切り替えについても、実験を行い、実現性を
確認した。
第 5章では、距離に対する結合度変化を抑制する共振器構造として、第 1に水平コイル
と垂直コイルを組み合わせた 2軸コイル構造を提案した。同構造について、距離に対する
結合度の変化をノイマンの公式により導出した結合度の計算式の 1階微分として表すこと
で、設定した距離で結合度変化が最小となるようなコイルの寸法を導出する手順を明ら
かにした。さらに、同手順を用いて導出した 2軸コイル構造の寸法を基準に作製したプロ
トタイプが設計した距離で結合度変化を抑制する領域を有することを実験により示した。
第 2に垂直コイルによる磁界結合と導電板間の電界結合を組み合わせた構造を提案した。
同構造の等価回路モデルについてDierentialモードにおける結合度を表す式を導出し、2
軸コイルと同様に特定の距離において結合度変化が最小となる特性を有することを示し
た。さらに、作製したプロトタイプについて結合度の測定を行い、結合度変化を抑制する
領域を有することを実験により示した。
第 4章で提案した電力分配手法は、直列に配置した受電器に対して電力分配を実現する
ものであり、送電器の外周ないしは囲まれた領域に対して電力分配を実現する従来提案と
は異なる長距離を一定間隔で並ぶセンサーへの給電などのアプリケーションが期待でき
る。一方、提案方式は、受電器の配置間隔がマルチホップ無線電力伝送系の設計時に求め
た共振器間の結合度によって制約を受けるため、アプリケーションによって自由に決定す
ることができない。今後、第 5章で提案した距離に対する結合度変化を調整することので
きる共振器構造を併用するなどして、配置に対する制約を緩和する方法を検討する必要が
ある。
また、第 5章で提案した 2種類の共振器構造は、いずれも動的な整合回路なしで共振器
間の距離が最大効率を得られる距離からずれた際の伝送効率低下を防ぐことが可能であ
り、ロボットやモバイル機器への給電といった移動する対象への無線給電に有用である。
一方で提案方式は、いずれも 2種類の結合の差をとることによって結合度変化を抑制する
ため、従来方式と比較して得られる結合度が小さく、最大伝送効率は低下する。最大伝送
効率の問題については、打ち消す結合度の量を減らし伝送効率を改善することが可能であ
る。提案方式において、結合度変化の抑制効果と伝送効率の間にはトレードオフの関係が
あり、今後、用途に応じて最適な動作点を決定する方法を検討していく必要がある。
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本論文で提案した電力分配手法と共振器構造は、無線電力伝送のアプリケーションの幅
を広げるものであり、今後、他の制御技術や回路構造、ソフトウェアと組み合わせること
で、無線電力伝送技術の実用化に寄与するものと考える。
87
謝辞
本論文は筆者が電気通信大学大学院情報理工学研究科情報・通信工学専攻博士後期課程
に在学中の研究成果をまとめたものである。電気通信大学大学院情報理工学研究科情報・
ネットワーク工学専攻 和田 光司教授には、本研究を進めるにあたり終始、熱意をもって
ご指導いただいた。ここに深謝の意を表する。また本論文を審査いただいた、電気通信大
学大学院情報理工学研究科情報・ネットワーク工学専攻 肖 鳳超 教授、電気通信大学大学
院情報理工学研究科情報・ネットワーク工学専攻 安藤 芳晃 准教授、電気通信大学大学院
情報理工学研究科情報・ネットワーク工学専攻 石川 亮 准教授、電気通信大学大学院情報
理工学研究科情報・ネットワーク工学専攻 萓野 良樹 准教授に深謝の意を表する。
大学院博士後期課程への入学を推していただくとともに、本研究の切っ掛けを作ってく
ださった三菱電機株式会社情報技術総合研究所戦略部 柳生 理子マネージャに感謝の意を
表する。また大学院博士後期課程に在籍して研究開発を進めることにご理解いただくとと
もに、多大なるご支援をいただいた三菱電機株式会社情報技術総合研究所通信技術部 岡
村 敦部長、三菱電機株式会社情報技術総合研究所通信技術部 元吉 克幸グループマネー
ジャ、三菱電機株式会社情報技術総合研究所通信技術部 佐野 裕康グループマネージャ、
菱電湘南エレクトロニクス株式会社 石津 文雄技師長に感謝の意を表する。本論文執筆並
びに学術論文投稿にあたり貴重なご意見をいただいた三菱電機株式会社情報技術総合研
究所通信技術部 谷 重紀マネージャ、三菱電機株式会社情報技術総合研究所通信技術部 落
合 麻里マネージャ、三菱電機株式会社鎌倉製作所 小田木 功マネージャ、三菱電機株式会
社鎌倉製作所 浪越 洋人マネージャに感謝の意を表する。
本論文の第 5章における結合度算出にあたっては、三菱電機株式会社先端技術総合研究
所 山梶 佑介氏に有益なご助言をいただいた。ここに同氏に対して感謝の意を表する。ま
た、本論文の第 2 章で述べたDierentialモードでの測定に関して、電気通信大学大学院
電気通信学研究科情報通信工学専攻卒業生 松浦 弘樹氏に有益なご助言をいただいた。こ
こに同氏に対して感謝の意を表する。
在学中、短期間ではありましたが、様々な相談に乗っていただくとともに、貴重なご意
88
見をいただいた、電気通信大学大学院情報理工学研究科情報・ネットワーク工学専攻 小
野 哲 助教に感謝の意を表する。和田光司・小野哲研究室のメンバーとして、暖かく受け
入れていただくとともに、忌憚のない意見をいただいた川俣 雅寿氏、林 和幸氏、岩本 功
貴氏、高田 晃平氏、榎股 啓司氏、大塚 喬太氏、双石 文彦氏、辻 蒼一氏、足立 一希氏、
末崎 裕己氏、中村 流星氏、阿部 励氏をはじめとする研究室のメンバー全員に感謝の意を
表する。
また研究環境が最良となるよう、研究室の運営にご尽力いただいた電気通信大学和田研
究室 夏山 暁美氏、及び、実験機材作製に活用させていただいた電子回路設計工作室を運
営・整備してくださった電気通信大学大学院情報理工学研究科情報・ネットワーク工学専
攻 高橋 弘太准教授、電気通信大学大学院情報理工学研究科基盤理工学専攻 坂本 克好助
教、電気通信大学ものつくりセンター 青木 猛教育研究技師に感謝の意を表する。
最後に、大学院博士後期課程への入学を理解し、常に応援し、相談に乗ってくれた母早
馬 八千代、父 早馬 弘、弟 早馬 聡に心より感謝する。
89
参考文献
[1] W.C. Brown, \The History of Power Transmission by Radio Waves," IEEE Trans.
Microwave Theory. Tech., Vol.32, pp.1230-1242, Sep. 1984.
[2] T. Mitani, S. Kawashima, and T. Nishimura, \Analysis of Voltage Doubler Behav-
ior of 2.45-GHz Voltage Doubler-Type Rectenna," IEEE Trans. Microwave Theory.
Tech., Vol.65, pp.1051-1057, Apr. 2017.
[3] D. Lee, S. Lee, I. Hwang, W. Lee, and J. Yu, \Hybrid Power Combining Rectenna
Array for Wide Incident Angle Coverage in RF Energy Transfer (in press)," IEEE
Trans. Microwave Theory. Tech., Apr. 2017.
[4] 篠原真毅, \無線電力伝送の送電距離に対する理論と技術," 信学論 (B), Vol.J96-B,
No.9, pp.881-893, Sep. 2013.
[5] A Kurs, A. Karalis, R. Moatt, J. D. Joannopoulos, P. Fisher, and M. Soljacic, \Wire-
less Power Transfer via Strongly Coupled Magnetic Resonance," Science, Vol.317,
pp.83-86, Jul. 2007.
[6] T. Deyle and M. Reynolds, \Surface Based Wireless Power Transmission and Bidi-
rectional Communication for Autonomous Robot Swarms," Proc. of ICRA 2008,
pp.1036-1041, May 2008.
[7] Johannes A. Russer and Peter Russer, \Design Consideration for a Moving Field
Inductive Power Transfer System," Proc. of WPT 2013, pp.147-150, May. 2013.
[8] L. Xie, Y. Shi, Y. Y. Hou, and H. D. Sherali, \Making Sensor Networks Immortal:
An Energy-Renewal Approach with Wireless Power Transfer," IEEE/ACM Trans.
Net., Vol. 20, No. 6, pp.1748-1761, Dec. 2012.
90
[9] S.G. Lee, H.Hoang, Y.H. Choi, and F. Bien, \Eciency Improvement for Magnetic
Resonance based Wireless Power Transfer with Axial-missalignment," Vol.48, No.6,
Mar. 2012.
[10] Runhong Huang, Bo Zhang, Donguan Qiu, and Yuqiu Zhang, \Frequency Splitting
Phenomena of Magnetic Resonant Coupling Wireless Power Transfer," IEEE Trans.
Magnetics, Vol. 50, No. 11, Nov. 2014.
[11] 稲垣直樹, 堀智, \近傍界結合アンテナを用いる無線接続の基礎," 信学論 (B), Vol.J94-
B, No.3, pp.436-443, Mar. 2011.
[12] 稲垣直樹, 堀智, \共鳴方式無線接続システムの偶奇モードリアクタンス関数と影像
インピーダンスに基づく特性評価," 信学論 (B), Vol.J94-B, No.9, pp.1076-1085, Sep.
2011.
[13] 稲垣直樹, 丸地智博, 奥村康行, 藤井勝之, \開路型共鳴方式無線電力伝送系の提案と
改良等価回路による特性評価," 信学論 (B), Vol.J95-B, No.4, pp.576-583, Apr. 2012.
[14] Ikuo Awai and Tetsuya Ishida, \Design of Resonator-Coupled Wireless Power Trans-
fer System by Use of BPF Theory," Proc. of JKIEES 2010, Vol. 10, No. 4, Dec.
2010.
[15] Ikuo Awai, Takuya Komori, and Toshio Ishizaki, \Design and Experiment of Multi-
stage Resonator-coupled WPT System," Proc. of IMWS 2011, pp.123-126, 12-13
May. 2011.
[16] Bin Luo, Shichuang Wu, and Nanrun Zhou, \Flexible Design Method for Multi-
Repeater Wireless Power Transfer System Based on Coupled Resonator Bandpass
Filter Model," IEEE Trans. Circuits and Systems, Vol. 61, pp.3288-3297, Nov. 2014.
[17] Takahashi Ohira, \Angular expression of maximum power transfer eciency in re-
ciprocal two-port systems," Proc. of WPTC 2014, pp.288-230, May 2014.
[18] Wei Wei, Yoshihiro Kawahara, Naoki Kobayashi, and Tohru Asami, \Characteristic
Analysis of Double Spiral Resonator for Wireless Power Transmission," IEEE Trans.
Antennas and Propagation, Vol. 62, No.1, Jan. 2014.
91
[19] S. Prengel, M. Helwig, and N. Modeler, \Lightweight Coil for Ecient Wireless Power
Transfer," Proc. of WPTC 2014, pp.96-99, May. 2014.
[20] Chi Kwan Lee, W. X. Zhong, and S. Y. R. Hui, \Eects of Magnetic Coupling
of Nonadjacent Resonators on Wireless Power Domino-Resonator Systems," IEEE
Trans. Power Electronics, Vol. 27, No. 4, Apr. 2012.
[21] W. X. Zhong, Chi Kwan Lee, and S. Y. R. Hui, \General Analysis on the Use
of Tesla's Resonators in Domino Forms for Wireless Power Transfer," IEEE Trans.
Industrial Electronics, Vol. 60, No. 1, Jan. 2013.
[22] Akihiro Shimada, Yuki Ito, Hideyuki Uehara, and Takashi Ohira, \Eect of Hop
Counts on Power Division Ratio in Multi-hop Power Transfer via Magnetic Reso-
nance," Proc. of WPT 2013, pp.179-182, May. 2013.
[23] 島田晃郎, 宮路祐一, 上原秀幸, 大平孝, \励振ループを用いた複数受電器への電力分
配手法の実機検証," 信学技報, WPT2013-22, Nov. 2013.
[24] David S. Ricketts and Matthew J. Chabalko, \On the Ecient Wireless Power Trans-
fer in Resonant Multi-receiver Systems," Proc. of ISCAS 2013, pp.2779-2782, May.
2013.
[25] K.E. Koh, T.C. Beh, T. Imura, and Y. Hori, \Novel Band-Pass Filter Model for
Multi-Receiver Wireless Power Transfer via Magnetic Resonance Coupling and Power
Division," Proc. of WAMICON 2012, 15-17 Apr. 2012.
[26] K.E. Koh, T.C. Beh, T. Imura, and Y. Hori, \Multi-receiver and repeater wireless
power transfer via magnetic resonance coupling { Impedance matching and power
division utilizing impedance inverter," Proc. of ICEMS 2012, 21-24 Oct. 2012.
[27] Takehiro Imura and Yoishi Hori, \Optimization using Transmitting Circuit of Mul-
tiple Receiving Antennas for Wireless Power Transfer via Magnetic Resonance Cou-
pling," Proc. of INTELEC 2011, 9-13 Oct. 2011.
[28] Nam Ha-Van and Chulhun Seo, \A Novel Cubic Transmitter for Multi-Directional
Wireless Power Transfer," Proc. of WPTC 2015, May. 2015.
92
[29] Jian Yin, Deyan Lin, Chi Kwan Lee, and S. Y. Hui, \Load Monitoring and Output
Power Control of a Wireless Power Transfer System without Any Wireless Commu-
nication Feedback," Proc. of ECCE 2013, pp.4934-4939, Sep. 2013.
[30] Cheng Yang and Koichi Tsunekawa, \Analysis and Performance Improvement of In-
dependent Electric Coupled Resonance WPT System with Impedance Transformer,"
Proc. of WPTC 2014, pp.239-242, May. 2014.
[31] Tech Chuan Beh, Masaki Kato, and Takehiro Imura, \Automated Impedance Match-
ing System for Robust Wireless Power Transfer via Magnetic Resonance Coupling,"
IEEE Trans. Industrial Electronics, Vol. 60, No. 9, Sep. 2013.
[32] Yongseok, Hoyoung Tang, Seungok Lim, and Jongsun Park, \An Adaptive
Impedance-Matching Network Based on a Novel Capacitor Matrix for Wireless Power
Transfer," IEEE Trans. Power Electronics, Vol. 29, No. 8, Aug. 2014.
[33] Juseop Lee, Youn-Seok Lim, Woo-Jin Yang, and Seugn-Ok Lim, \Wireless Power
Transfer System Adaptive to Change in Coil Separation," IEEE Trans. Antennas
and Propagation, Vol. 62, No.2, Feb. 2014.
[34] Zhigang Dang, Yuan Cao, and Jaber A. Abu Qahouq, \Recongurable Magnetic Res-
onance Coupled Wireless Power Transfer System," IEEE Trans. Power Electronics,
Vol. 30, Apr. 2015.
[35] Byung-Chul Park and Jeong-Hae Lee, \Adaptive Impedance Matching of Wireless
Power Transmission using Multi-Loop Feed with Single Operating Frequency," IEEE
Trans. Antennas and Propagation, Vol. 62, No. 5, May. 2014.
[36] Jungsik Kim and Jinho Jeong, \Range-Adaptive Wireless Power Transfer using
Multi-Loop and Tunable Matching Techniques," IEEE Trans. Industrial Electron-
ics, Vol. 62, Apr. 2015.
[37] Ryuji Itoh, Yuichi Sawahara, Toshio Ishizaki, and Ikuo Awai, \Construction of a
secure wireless power transfer system for robot sh," Proc. of WPTC 2015, May
2015.
93
[38] J. Kim, H.-C. Son and Y.-J. Park, \Multi-loop Coil Supporting Uniform Mutual
Inductances for Free-positioning WPT," Electronics Letters, Vol. 49, pp.417-419,
Mar. 2013.
[39] Jinwook Kim, Do-Hyeon Kim, Kwan-Ho Kim, and Young-Jin Park, \Free-Positioning
Wireless Charging System for Hearing Aids using a Bowl-Shaped Transmitting Coil,"
Proc. of WPTC 2014, pp.60-63, May. 2014.
[40] Takeshi Higashino, Ma Ziji, Minoru Okada, Yasuaki Tatsuta, Yoshikazu Goto, Yoshi-
nori Tsuruda, and Ryuhei Tanaka, \A New Conguration of Magnetic Coupled Poewr
Transfer using Parallel Line Feeder," Proc. of WPT 2013, pp.171-174, May. 2013.
[41] Dongyang Wang, Yongxin Zhu, Hongliang Guo, Xinen Zhu, TingTing Mo, and Qiyu
Huang, \Enabling Multi-Angle Wireless Power Transmission via Magnetic Resonant
Coupling," Proc. of ICCCT 2012, pp.1395-1400, Dec. 2012.
[42] Olutola Jonah, Stavros V. Georgakopoulos, and Manos M. Tentzeris, \Orientation
Insensitive Power Transfer by Magnetic Resonance for Mobile Devices," Proc. of
WPT 2013, pp.5-8, May. 2013.
[43] Junfeng Zhao, Xueling Huang, and Wei Wang, \Wireless Power Transfer with Two
Dimensional Resonators," IEEE Trans. Magnetics, Vol. 50, No. 1, Jan. 2014.
[44] Deyan Lin, S. Y. Ron Hui, and Cheng Zhang, \Omni-directional wireless power
transfer systems using discrete magnetic eld vector control," Proc. of ECCE 2015,
pp.3203-3208, Sep. 2015.
[45] Deyan Lin, Cheng Zhang, and S. Y. Ron Hui, \Power and eciency of 2-D omni-
directional wireless power transfer systems," Proc. of ECCE 2015, pp.4951-4958, Sep.
2015.
[46] Hwansoo Moon, Seungyoung Ahn, and Yangbae Chun, \Design of a Novel Resonant
Reactive Shield for Wireless Charging System in Electric Vehicle," Proc. of WPTC
2014, pp.220-223, May. 2014.
94
[47] Hwansoo Monn, Sungkyu Kim, Hyun Ho Park, and Seungyoung Ahn, \Design of a
Resonant Reactive Shield with Double Coils and a Phase Shifter for Wireless Charg-
ing of Electric Vehicles," IEEE Trans. Magnetics, Vol. 51, No. 3, Mar. 2015.
[48] Masaya Ishida and Toshiaki Watanabe, \Magnetic Field Canceling Coil for Wireless
Power Transfer System," Proc. of WPTC 2015, May. 2015.
[49] 小林禧夫, \共振器間結合係数に関する諸検討," 信学技報, MW2011-113, 2011.
[50] 小林禧夫, 鈴木康夫, 古神義則,\マイクロ波誘電体フィルタ," 電子情報通信学会,
pp.207-219, May. 2007.
[51] 粟井郁雄, 小森琢也, 石田哲也, 石崎俊雄, \共鳴型ワイヤレス電力伝送に用いる共振
器の比較検討," 信学技報, WPT2010-01, Apr. 2010.
[52] 藤城義和, \Sパラメータによる電子部品の評価," TDKアプリケーションノート, May.
2007.
[53] J.C. Tippet and Ross A. Speciale, \A Rigorous Technique for Measuring the Scat-
tering Matrix of a Multiport Device with a 2-Port Network Analyzer," IEEE Trans.
Microwave Theory Tech., Vol.30, No.5, May. 1982.
[54] Marc T. Thompson, \Inductance Calculation Techniques { Part II:Approximation
and Handbool Methods," Power Control and Intelligent Motion. 1999.
[55] X. Y. Zhang, C. D. Xue, and J. K. Lin, \Distance-Insensitive Wireless Power Transfer
using Mixed Electric and Magnetic Coupling for Frequency Splitting Supression (in
press)," IEEE Trans. Microwave Theory Tech., Apr. 2017.
[56] B.C. Wadell, \Transmission Line Design Handbook," Sec. 3.4.6, Artech House, 1991.
[57] E. B. Rosa and F. W. Grover, \Formulas and Tables for the Calculation of Mutual
and Self-Inductance," Bulletin of the Bureau of Standards, Vol.8, No.1, 1912.
[58] J. C. Maxwell, \A Treatise on Electricity and Magnetism," Dover, Vol.2, 1954.
[59] F. W. Grover, \Formulas and Tables for the Calculation of the Inductance of Coils
of Polygonal Form," Scientic Papers of the Bureau of Standards, Vol.18, Aug. 1922.
95
論文目録
関連論文
(1) 全著者：早馬道也, 和田光司
論文題名：\マルチホップ無線電力伝送における電力分配比率の設定と切り替えに関
する検討,"
信学論 (B), Vol.J98-B, No.10, Oct. 2015.
(本文の第 4章の内容と関連)
口頭発表論文
(1) 全著者：早馬道也, 柳生理子, 石津文雄
論文題名：\マルチホップ無線電力伝送を用いた複数受電器への電力分配,"
信学ソ大, B-1-42, Sep. 2013.
(2) 全著者：早馬道也, 柳生理子, 石津文雄
論文題名：\マルチホップ無線電力伝送を用いた電力分配の実験評価,"
信学総大, B-1-39, Mar. 2014.
(3) 全著者：早馬道也, 和田光司
論文題名：\配置自由度を改善する無線電力伝送用 2軸共振器の検討,"
信学総大, B-21-25, Mar. 2015.
(4) 全著者：早馬道也, 和田光司
論文題名：\配置自由度を改善する無線電力伝送用 2軸コイルの実験評価,"
信学ソ大, B-21-3, Sep. 2015.
(5) 全著者：早馬道也, 和田光司
論文題名：\電気結合と磁気結合を組み合わせた無線電力伝送用共振器の検討,"
信学総大, B-21-14, Mar. 2016.
96
(6) 全著者：早馬道也, 和田光司
論文題名：\電界結合と磁界結合を組み合わせた無線電力伝送用共振器の実験評価,"
信学総大, B-21-3, Mar. 2017.
97
付 録A appendix
A.1 Summation-Method
Summation-Methodは円筒型のソレノイドコイルの自己インダクタンスを計算する手
法として 1920年代から使われている方法である [57]。Summation-Methodではソレノイ
ドコイルを 1ターンずつのループに分解し、各ループの自己インダクタンスLi と、すべ
てのループの組み合わせに対する相互インダクタンスMij の総和により自己インダクタ
ンスを計算する。
図A.1に示すような半径 a、ピッチ幅 p、n巻きの円筒ソレノイドを想定した場合、例
えば、距離 pとなるループの組み合わせは n  1通り存在し、かつMi;i+1とMi+1;iの 2回
分が足しあわされる。同様に距離 2pとなるループの組み合わせは n  2通り、距離 3pの
場合は n  3通り、加算されることから、トータルの自己インダクタンスは式 (A.1)で表
される。また、中心軸を共有し、距離 bij離れた 2つの円形ループ間の相互インダクタン
スは、ノイマンの公式を計算することで式 (A.2)～(A.5)で表される [58]。なお、F (cij)と
E(cij)はそれぞれ第 1種完全楕円積分と第 2種完全楕円積分を表す。等ピッチの円筒ソレ
ノイドにおいて、距離 bijは式 (A.6) で表される。各ループの自己インダクタンスLiにつ
いては、式 (A.9) で表される距離 gだけ離れた同一形状のループ間の相互インダクタンス
として計算される。距離 gは幾何平均距離を表す。
LSolenoid(a; p; n) = nLi + 2(n  1)M12 + 2(n  2)M13 +   + 2M1n (A.1)
Mij = 2
r
aiaj
cij
fF (cij)  E(cij)g (A.2)
cij =
sij   tij
sij + tij
(A.3)
sij =
q
(ai + aj)2 + b2ij (A.4)
tij =
q
(ai   aj)2 + b2ij (A.5)
bij = jj   ijp (A.6)
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Li = 2
aip
cL
fF (cL)  E(cL)g (A.7)
cL =
p
4a2i + g
2   gp
4a2i + g
2 + g
(A.8)
g =
1
2
e 
d
4 (A.9)
図 A.1: 円筒ソレノイド
円形スパイラルコイルの自己インダクタンスについても円筒ソレノイドコイルと同様、
Summation-Methodにより導出が可能である。円形スパイラルコイルの自己インダクタン
スは式 (A.10)で表される。なお、スパイラルコイルにおける Li及びMi;i+kについても、
円筒ソレノイドと同様に式 (A.2)及び式 (A.7)により計算する。
LSpiral(a; n; p) =
n 1X
i=1
Li + 2
n 1X
k=1
n kX
i=1
Mi;i+k (A.10)
A.2 多角形コイル
Summation-Method自体は扱うコイルの形状に制約はないが、各ループの相互インダ
クタンス及び自己インダクタンスの導出に円形コイルを想定した式を用いている。文献
[59]では同じインダクタンスを持つ等価な円形コイルを求めることで多角形コイルのイン
ダクタンスを導出する方法が報告されている。文献 [59] の方法を導入することで、多角形
ソレノイドコイルや多角形スパイラルコイルの自己インダクタンスを式 (A.1)～(A.9)を
利用して計算することが可能となる。
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文献 [59]によれば、多角形コイルと等価な円形コイルの半径を a0、多角形コイルに外接
する円の半径を r、ソレノイドの長さを lと置くとき、a0と rの間に図A.2に示す関連性
があることがわかっている。
0.6
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0.01 0.10 1.00
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図 A.2: 多角形コイルと等価な円形コイルの半径
A.3 実測値との比較
5章の図 5.18に示すコイル構造の自己インダクタンスについて、Summation-Methodを
用いた計算値と実測値との比較を行った。比較結果を表A.1に示す。また、使用したコイ
ルの寸法を表A.2に示す。比較結果より、Summation-Methodにより計算した自己インダ
クタンスが実測値と非常によく一致していることがわかる。
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表 A.1: 自己インダクタンスの比較結果
Item Calc. Meas.
L1 (H ) 9.51 9.35
L2 (H ) 3.10 -
L3 (H ) 9.51 9.34
L4 (H ) 3.10 -
L1 + L2 (H ) 12.61 12.6
L3 + L4 (H ) 12.61 12.9
表 A.2: コイルのパラメータ
Item L1; L3 L2; L4
最内ループの 1辺 (mm) 100 96
ピッチ (mm) 1.5 1.0
巻き数 6 3
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